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塚田　實

昨年 12 月、WTO 閣僚会合では大きな発表が三つあり、世界の注目を集めた。
一つ目は、ロシアの WTO 加盟が正式に決定されたことである。1993 年の加

盟申請から 18 年、「最後の大国」とも呼ばれるロシアが、ようやく国際経済体
制に参加することとなった。

二つ目は、WTO 政府調達協定の改定交渉が妥結したことである。1995 年の
WTO 発足直後より、自由化約束の改善を目的に始まったこの交渉は、16 年を
経て妥結となった。

三つ目は、WTO 加盟各国・地域が、ドーハ・ラウンド交渉の妥結を実質的に
断念したことである。しばらく足踏み状態にあったこの交渉について、近い将
来妥結に至る見込みの少ないことが、今回初めて正式に言及された。

これら三つのニュースはどれも、長い交渉の末に一定の終止符が打たれたこ
とを指しているが、最初の二つが多角的貿易体制と WTO の重要性を再認識さ
せるものであれば、最後の一つは、逆にその限界を示していることになり、何
とも皮肉な話である。

今後の世界の通商体制を展望すると、WTO は、WTO ルールの履行強化など
に重点を置きながら存在価値を高めていくことになろう。一方、貿易の自由化
をさらに進めるものとしては、自由貿易協定（Free Trade Agreement：FTA）
への比重が一層強まっていくことになるであろう。そして、その主戦場となる
のは、やはり成長著しいアジアであろう。

今回の『日立総研』では、「成長市場アジアを軸に展開する世界の通商交渉」
を特集テーマとして取り上げた。

近 年 注 目 を 集 め て い る 環 太 平 洋 パ ー ト ナ ー シ ッ プ（Trans-Pacific 
Partnership：TPP）や ASEAN+3/ASEAN+6 などアジアの FTA の進展は、各
国・地域が、アジアに生まれる需要を、FTA という制度基盤の整備・構築によっ
て取り込もうとする動きとして捉えることができる。

通商交渉を呼び込むアジアのダイナミズム
（株）日立総合計画研究所

取締役社長

巻
頭
言
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また、特に TPP 交渉にみられることであるが、参加するアジア新興国の首脳
陣には、高いレベルでの貿易自由化に対応しようとしているばかりでなく、新
しい通商ルールの策定に参画していることに対し、強い自負のようなものがみ
て取れる。私自身昨年、TPPに参加するアジア新興国の政府高官とお会いした時、
これを実際に肌で感じた。

1 年前の『日立総研』の特集テーマ「新興国成長企業（Emerging Giants）の
台頭」では、成長市場アジアに息づいた新興国企業の躍動ぶりが論じられたが、
アジアの市場のダイナミズムは今、通商ルールにも影響しようとしている、と
みることができるのではないか。

アジアの FTA の中でも、私がここ 1、2 年の間、特に関心を寄せているのは、
日本・中国・韓国の三カ国による FTA である。ようやく交渉開始が見えてきた
段階であるが、日本にとって世界第 2 の経済大国となった中国との FTA は非常
に意義あるものと思うし、また、FTA で先行する韓国とも一緒に結ぶことは、
韓国企業とのイコール・フッティング（制度上の同等の条件）を確保する上で
も重要である。

思えば今年、交渉中の日豪経済連携協定に加え、TPP、日 EU 経済連携協定、
日中韓 FTA といった大型の通商交渉が同時に立ち上がることになりそうであ
る。私が日ごろお付き合いさせていただいている外務省高官の方も、まさに今
その前線に立って奮闘されている。いずれの交渉も、国内のさまざまな課題を
クリアすることが必要となり、これまで以上に難しい交渉となるであろうが、
日本経済の発展に向けて強力な交渉推進をお願いしたいところである。また、
産業界の一員として私も、できる限りの応援をさせていただきたい。
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WTO における多角的通商交渉であるドーハ・ラウ

ンドが行き詰まるなか、世界では自由貿易協定（Free 

Trade Agreement：FTA）の締結が一段と加速し

ている。特にアジアでは、ASEAN と主要国による

FTA ネットワークがほぼ完成し、さらに ASEAN+3

や ASEAN+6 といったより広域の FTA の実現に向

けて検討が行われている。さらに、2009 年 11 月、

米国が環太平洋パートナシップ協定（Trans-Pacific 

Partnership Agreement：TPP）に参加を表明したこ

とを機に、米国など参加を表明した 5 カ国と原加盟 4

カ国の計 9 カ国による交渉が行われている。現在はこ

れに日本・カナダ・メキシコが参加を表明し、TPP

はアジア・大洋州全体における広域 FTA としての位

置付けを確立しようとしている。

アジアにおける FTA 締結の動きは FTA の発効

件数を見ても明らかである（図 1）。世界レベルでは

1990 年代に FTA 締結の機運が高まった。その当時は

アジア・大洋州の国・地域が参加する FTA は限られ

ていたが、2000 年代に入り、アジア・大洋州におい

ても FTA の締結が一気に加速、2005 年以降では全世

界の FTA の約半数にアジア・大洋州のいずれかの国・

地域が参加している。

アジアにおける FTA 締結が加速した背景を理解す

るため、域内の経済と貿易構造について概観したい。

2012-2016 年の世界の主要国・地域における実質

GDP 成長率をみると、中国・インド・ASEAN などア

ジアの途上国・地域では 5 ～ 8%の成長が見込まれて

おり、先進国平均の 1.9%を大きく上回っている（表 1）。

アジアの途上国・地域の経済は、今後も高い成長を維

持していく見通しである。

アジア経済の世界における位置付けの高まりは、貿

易構造にも表れている。図 2 は、日本・中国・韓国・

ASEAN・インドをアジアとし、アジアの域内および

域外である米国・EU との貿易額を、2000 年と 2010

年の間で比較したものである。2010 年におけるアジ

ア域内の貿易額は 1 兆 6,825 億ドルであり、2000 年

比では 3.1 倍に増加している。一方、アジアと米国・

EU の貿易額をみると、アジア・米国間は 1.8 倍、ア

ジア・EU 間は 2.7 倍である。この 10 年の間で、アジ

ア諸国の輸出が同じアジア域内に向けられるように

なってきており、アジア域内の貿易依存関係が深まっ

てきていることが分かる。特に、中国と ASEAN 諸

国との貿易拡大が著しい。

研究第一部　経営グループ　主任研究員　松本　健

日立総研レポート

1. アジアで加速する FTA 締結

表 1　実質 GDP 成長率
（年平均成長率、%）

暦年
国・地域

10	
（実績）

11	
（予測）

12	
（予測）

13	
（予測）

12～16平均	
（予測）

世界合計 5.1 3.6 3.0 3.4 3.6
先進国・地域 3.1 1.5 1.1 1.6 1.9
米国 3.0 1.6 1.0 1.8 2.4
日本 4.4 ▲ 0.7 2.5 1.7 1.6
ユーロ圏 1.8 1.7 ▲ 0.5 0.5 0.9
英国 1.4 0.9 ▲ 0.2 1.0 1.1

発展途上国・地域 7.3 5.9 5.1 5.4 5.5
中国 10.3 9.1 8.1 7.8 7.6
インド 8.7 7.0 6.7 7.4 7.5
ブラジル 7.5 3.0 2.4 3.2 3.4
ロシア 4.0 3.3 3.3 3.6 3.8
ASEAN 7.6 4.7 4.7 5.1 5.1

資料：IMF より日立総研作成。予測は日立総研

深化・重層化・広域化を進めるアジアの通商交渉

資料：WTO 事務局および JETRO 資料より日立総研作成

図 1　世界における FTA の発効件数

2. 高成長続けるアジアで拡大する域
内貿易



11

アジア域内外の貿易構造を少し詳しく見てみると、

1980 年代から 1990 年代末までにかけては、電機・電

子を中心に日本・韓国などから中間財が ASEAN へ

と輸出され現地で組み立てられた後、最終財として消

費地である欧米など先進国へ輸出されるという生産

ネットワークがアジアで形成されていた。それが、こ

の 10 年の間に、2 つの変化があったとみられる（1）。

1 つ目は、中国の最終組立地としてのプレゼンス向

上であり、それまで ASEAN が担っていた工程が中

国に移ったことが挙げられる。その結果として、中

国は日本・ASEAN からの中間財の輸入を拡大させ

ている。

2 つ目の変化は、需要地としてのアジアの存在感の

高まりである。2000 年代に入り、欧米に製品を供給

していたアジアの生産ネットワークが、圧倒的な需要

拡大を誇る中国を内包したネットワークとなってきて

いる。また、2008 年の世界経済危機を背景に、アジ

アにとっての最終需要地としての欧米への依存度が低

下した。

以上より、中国の高い経済成長と世界経済危機を通

して、需要の中心が欧米からアジアに移り、その需要

をアジアの生産で満たす経済構造になってきている。

3.1.	アジア：事実上の経済統合を FTAで補完

前述の通り、1980 年代以降のアジア、特に ASEAN

諸国では、生産ネットワークの形成が進んだが、そ

の過程では、貿易と投資の自由化を促進する ASEAN

各国それぞれの政策的努力が梃子（てこ）となった。

地域経済統合を推進する要因として市場要因と制度要

因に分類するとすれば、アジアにおける地域経済統

合は市場メカニズムが誘導した市場誘導型経済統合で

ある。こうした事実上の経済統合を制度面で補完する

のが FTA であり、アジアで先駆けて発足したのが、

1992 年発効の ASEAN 自由貿易地域（ASEAN Free 

Trade Area：AFTA）である。2000 年代に入ると、

生産ネットワークの制度的補完としての FTA の締結

がアジアで進んだ。この動きに最も積極的だったのは

ASEAN であり、ASEAN 各国が日本・中国・韓国・

インド・オーストラリア・ニュージーランドなどの

周辺各国・地域との間で二国間 FTA を締結した（表

2）。さらに 2000 年代後半以降、今度は ASEAN10 カ

国が全体として、同じくこれら周辺国・地域との間で

FTA を締結した。いわゆる「ASEAN+1」の FTA で

ある。これにより中間財を低関税で仕入れ、ASEAN

域内での分業生産を経て、最終財として同じく低関税

で周辺国・地域に輸出する生産ネットワーク構造を制

度面で確固たるものにした。

成長市場アジアを軸に展開する世界の通商交渉 特  集

注：単位は億ドル。2010 年データにおける（ ）内数値は 2000 年比倍率
資料：IMF データベースより日立総研作成

図 2　アジア域内外の貿易構造（2000 年・2010 年）

3. アジア需要を取り込む制度基盤と
しての FTA
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3.2.	EU：サービス貿易・政府調達に関心

2010 年 10 月、欧州委員会は 2020 年までを対象

とした EU の通商政策「Trade, Growth and World 

Affairs」を発表した。そこでは、WTO と FTA がも

たらす経済成長と雇用創出の効果を強調しつつ、優先

課題を明確にしている。そもそも EU による第三国・

地域との FTA の歴史は古く 1970 年代にまでさかの

ぼる。当初は欧州・中近東・アフリカが対象であった

が、1990 年代より中南米、そして最新の通商政策で

は今後の優先地域を成長市場であるアジアであると明

言している。実際に、韓国（2011 年発効）、インド（2007

年交渉開始）、シンガポール（2010 年交渉開始）、マレー

シア（2010 年交渉開始）、ベトナム（交渉開始予定）

との間で FTA 交渉を加速させている。そして EU の

通商政策で最も注目すべきことは、分野別にみる EU

の関心は、物品関税撤廃による輸出拡大よりむしろ、

サービス業の外資撤廃や政府調達市場の開放にある点

である。EU は欧州産業界の強みを医療・交通・環境

にあるとし、その強みの生かせるサービス貿易・政府

調達の分野を重点的に交渉し、アジアにおける欧州産

業界の事業機会創出を図ろうとする戦略である。

3.3.	米国：TPPを通して野心的な21世紀型地域貿易圏を志向

現在、米国オバマ政権の通商政策の中心に据えられ

ているのは TPP 参加に向けた交渉の推進である。元来

TPP は、2006 年に発効したシンガポール・ブルネイ・

ニュージーランド・チリの 4 カ国による小規模な FTA

であった。米国はこの TPP に新たに参加する立場であ

るが、現在の交渉は米国主導となっており、交渉の状

況や論点をみると、成長するアジア・大洋州の需要を

取り込もうとする米国の政策がみえてくる。

オバマ政権は、TPP を「野心的な 21 世紀型の地域

貿易協定」（2）と表している。これが意味するところは、

物品貿易・サービス貿易・投資・政府調達などで高度

な自由化を実現する意味で「野心的」で、さらに WTO

や既存の FTA にはない、米国の価値観を反映した新し

い内容にしようとする意味で「21 世紀型」とされてい

る。TPP 交渉は計 24 の作業部会で行われているが、電

子商取引や貿易関連の能力開発、さらに米国にとって

もこれまでの FTA では未着手である生産・物流ネット

ワークの開発、中小企業の貿易促進、規則の調和などの、

分野横断事項を盛り込む方向で交渉している。

また米国には、TPP への参加国を増やし、APEC

全域を包含する地域貿易協定に昇華させる狙いがあ

る。参加国拡大のためには協定の自由化度を下げれば

良いが、米国はそうした方針を採らず、またほかの国

に参加を強要することはしない。あくまでも TPP は

「同様の志ある国（like-minded countries）」による取

り組みであるとし、高い水準を最優先としている。

成長市場アジアの需要取り込みを目的とした、主要

国・地域の FTA への取り組みから、今後注目すべき

特徴が浮かび上がってくる。

第 1 の特徴として、FTA が深化している点が挙げ

られる。ASEAN 加盟国の間では、AFTA をベース

に物品関税の撤廃が進んでいるが、ASEAN にはこの

AFTA のほかに「サービスに関する枠組み協定」が存

在し、サービス分野の自由化を進めようとしている。

また、前出の表 2 に示している様に、ASEAN 各国と

周辺諸国あるいは「ASEAN+1」の FTA においても、

特に 2005 年以降サービス分野の自由化が含まれ始めて

おり、FTA による自由化が、この分野でも始まってい

るとみることができる。一方、EU や米国も、サービ

ス、投資、政府調達、知的財産といった関税以外の分

野を重視しており、「外圧」を通して自由化や制度整備 

日立総研レポート

4. アジアにおける FTA がみせる 3 つの特徴

表 2　ASEAN による FTA
対象国・
地域

ASEAN各国による
二国間 FTA

ASEAN+1 による
FTA

中国

03：タイ（物品）
04：マレーシア（物品）
04：インドネシア（物品）
06：フィリピン（物品）
09：シンガポール

05：（物品）
07：（サービス）
10：（投資）

韓国
06：シンガポール 07：（物品）

09：（サービス）
09：（投資）

日本

02：シンガポール
06：マレーシア
07：タイ
08：ブルネイ
08：インドネシア
08：フィリピン
09：ベトナム

08：（物品など）

インド 05：シンガポール
11：マレーシア

10：（物品）

オースト
ラリア

03：シンガポール
05：タイ

10：（物品・サービスなど）
ニュー
ジー

ランド

01：シンガポール
05：タイ
10：マレーシア

注 1：表中の数字は発行年
注 2：（ ）内は FTA に含まれる分野、（ ）の無いものは包括的な FTA
注 3：下線はサービス貿易の分野を含む FTA
資料：ASEAN 事務局資料などより日立総研作成
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が進む可能性も考えられる。FTA にはドミノ現象と呼

ばれる連鎖効果が認められている。アジアのいずれか

の国が「外圧」により自由化を進めた結果、アジア域

内のそのほかの国にも交渉を通して実質的に均等化さ

れ、結果広く自由化が進むことも大いに考えられる。

第 2 の特徴は重層化である｡ これは特にアジア域

内、なかでも ASEAN が参加する FTA にみられる特

徴である。2000 年代に入ってからの約 10 年間で多く

の FTA が矢継ぎ早に発効した結果、例えば、物品貿

易では、同じ輸出国であっても、どの FTA を使った

かにより、タイミング次第では輸入国で適用される関

税率が異なる場合がある。同様にサービス分野におい

ても、どの FTA によるかにより、出資比率上限など

の条件が異なるケースが発生している。こうした相違

は、物品貿易では十分な移行期間後、サービスでは約

束表改定などを通して、自由化度の高い方に収束して

いく方向であるが、特に FTA のユーザである企業に

とって、上記実態は注意すべき点である。

そして第 3 の特徴は広域化である。現在アジアで

は複数の広域経済圏が検討ないしは交渉されている。

そのうちの 1 つが前述の TPP であるが、そのほか

にも、2005 年 4 月中国が提案した東アジア自由貿易

圏構想（ASEAN・日本・中国・韓国による FTA。

「ASEAN+3」と呼ばれる）、2007 年 6 月日本が提案

した東アジア包括的経済連携（ASEAN・日本・中国・

韓国・インド・オーストラリア・ニュージーランド

による FTA。「ASEAN+6」と呼ばれる）がある（図

3）。ASEAN+3/+6 の内容や水準については、TPP の

ように予想できる状況になってはいないが、いずれも

APEC 加盟国の中では、アジア・大洋州全体の広域

FTA 実現に向けた「道筋」として認識が共有されて

いる。広域 FTA が実現すれば、域内での製造・サー

ビス拠点の配置や輸出先の拡大など貿易投資のさらな

る促進が期待される。なお、ASEAN+3/ASEAN+6

の形成に向けて、日本・中国・韓国における FTA の

成立が不可欠とされている。ASEAN+1 が ASEAN

をハブに完成した今、スポークにあたるこれら 3 カ国

は FTA の「空白地帯」と呼ばれており、広域 FTA

の礎石として重要である。また日本にとっても市場と

しての中国との FTA 締結のメリットは大きく、早期

交渉開始と質の高い内容での締結が強く望まれる。

以上の 3 つの特徴も踏まえ、本特集の後段の論

文では、まず、重層化する ASEAN の FTA ネット

ワークの利用価値を企業視点で紹介するとともに、

ASEAN の経済統合におけるサービス分野での深化を

展望している。そして、次の論文では、ASEAN+3/

ASEAN+6 の礎石であり日本にとっても重要度の高

い日中韓 FTA について、その意義・経緯・期待を詳

説している。最後の論文では、深化と広域化を目指す

TPP に対する米国政府・企業の見方を紹介している。

今後も、深化・重層化・広域化を進めるアジアの通商

交渉が注目される。

参考文献

（1）	 経済産業省「通商白書」（2011 年度版）

（2）	 United States Trade Representative "The 

President's 2011 Trade Policy Agenda"

成長市場アジアを軸に展開する世界の通商交渉 特  集

5. むすび

資料：各種資料より日立総研作成

図 3　アジア大洋州における広域経済連携構想
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アジア域内では FTA 締結数が増加し続けてい
る。アジア域内で効率的なサプライチェーンの構築
を検討する上で、FTA は重要な要素となっている。
特 に、 既 存 の ASEAN 自 由 貿 易 地 域（AFTA） と
ASEAN+1 の FTA を使いこなしていくことが当面求
められる課題である。今後、アジアの FTA は、広域
化とともに、ASEAN の投資・サービス分野の自由化
交渉の行方など物品貿易以外の分野も注目点だ。

1.	重層化する FTA ネットワーク

現在、アジア域内（ASEAN10 カ国と日本、中国、

韓国、豪州、NZ、インドの ASEAN+6）では、約 30
件の FTA が発効している（表 1）。約半数の FTA は
2008 年以降に発効しており、いかにここ数年で FTA
が発効してきたかがわかる。

発効済み FTA の中でも、特に企業の関心が高い
の が AFTA と ASEAN+1 の FTA で あ る（ 表 2）。
AFTA は ASEAN10 カ国が参加する自由貿易協定で、
93 年から段階的に関税を引き下げ、2010 年 1 月には
先行 6 カ国（タイ、マレーシア、インドネシア、フィ
リピン、シンガポール、ブルネイ）が約 99%の品目
で域内関税を撤廃した。

ASEAN+1 の FTA は、ASEAN が周辺国（日本、
中国、韓国、豪州、NZ、インド）とそれぞれ締結
した FTA を指す（表 2）。この中で、ASEAN・中
国 FTA、ASEAN・ 韓 国 FTA で は 2010 年 1 月 か
ら中国、韓国と ASEAN 先行 6 カ国が約 9 割の品目
で、相互に関税を撤廃。日本と ASEAN 間におい
ても段階的に関税が削減・撤廃されている。日本と
ASEAN 間では ASEAN・日本 FTA に加えて、日
本は ASEAN7 カ国（カンボジア、ラオス、ミャン
マーを除く 7 カ国）と二国間 FTA も締結している 1。
ASEAN・豪州・NZFTA と ASEAN・インド FTA
は 2010 年 1 月に発効し、段階的な関税削減・撤廃を

ジェトロ・シンガポール
次長　椎野　幸平

（しいの　こうへい）　1994年明治大学経営学部卒業、1997年国際
開発センター（IDCJ）開発エコノミストコース修了。1994年、日本
貿易振興会（ジェトロ）入会。経済情報部情報計画課、ジェトロ輸入
促進部市場アクセス調査課、インド（ニューデリー）駐在、海外調査
部国際経済研究課を経て現職。主な著書に、『FTA新時代～アジアを核
に広がるネットワーク～』（ジェトロ、2010年 6月、共著）、“Maximizing 
Benefits from FTAs in ASEAN”（ERIA, March 2009, 共著）、『イン
ド経済の基礎知識～新・経済大国の実態と政策～』（ジェトロ、2009
年 6月）、「インド・豪州の貿易・投資障壁の現状」『ASEAN+6 経済
連携の意義と課題』（日本経済研究センター、2007 年 12月）など。

特
　
集

利用価値高まるFTAと今後の展望

CONTENTS
1.	重層化する FTAネットワーク
2.	物品に続く投資・サービス交渉が注目
3.	今後の見通しと展望

表 1　アジア大洋州（ASEAN+6）域内の主要 FTA の進捗状況
FTA 発効年月 FTA 発効年月

豪州・NZ 1983年1月 日本・タイ 2007年11月

ラオス・タイ 1991年6月 日本・インドネシア 2008年7月

ASEAN自由貿易地域（AFTA） 1992年1月 日本・ブルネイ 2008年7月

シンガポール・NZ 2001年1月 中国・NZ 2008年10月

日本・シンガポール   2002年11月 日本・フィリピン 2008年12月

シンガポール・豪州 2003年7月 ASEAN・日本 2008年12月

ASEAN・中国 2004年1月 シンガポール・中国 2009年1月

タイ・インド（82品目のみ） 2004年9月 日本・ベトナム 2009年10月

タイ・豪州 2005年1月 ASEAN・豪州・NZ 2010年1月

タイ・NZ 2005年7月 ASEAN・インド 2010年1月

シンガポール・インド 2005年8月 韓国・インド 2010年1月

シンガポール・韓国 2006年3月 マレーシア・NZ 2010年8月

環太平洋戦略経済連携協定（P4） 2006年5月 香港・NZ 2011年1月

日本・マレーシア 2006年7月 マレーシア・インド 2011年7月

ASEAN・韓国 2007年6月 日本・インド 2011年8月

注：P4 はシンガポール、ブルネイ、NZ、チリ。
資料：各国資料から作成

1	 FTA 利用者にとっては低い関税が適用される FTA を選択的
に利用することが可能。二国間 FTA のうち、日本・ベトナ
ム FTA を除いて、二国間 FTA が ASEAN・日本 FTA より
も早期に発効したため、二国間 FTA で関税削減が進んでい
る品目が多い。
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開始したところである 2。
現状のアジア域内の FTA の発効状況を鳥瞰すると、

① ASEAN 域内は先行 6 カ国でほぼ例外なく無税化が
実施され、かつ ASEAN が核となり FTA ネットワー
クが構築されていること、② FTA が重層化した結果、

輸入国によって関税が異なる状況が発生し、2010 年代
半ばまではその傾向が顕著なこと、③アジア域内全体
を包括する FTA は構築されておらず、アジア大でサ
プライチェーンを構築している場合には、FTA が利
用できないケースがあり得ることが挙げられる。

第 1 点目については、アジア域内で締結された
FTA の多くは 1 割前後の品目が関税削減・撤廃の
例外品目となっていることが多い一方、AFTA は先
行 6 カ国がほぼ例外なく関税を撤廃した。この点で、
AFTA は物品貿易の分野ではアジア域内で最も質の
高い FTA であり、一体化した市場を提供している。

加えて、ASEAN+1 の FTA が全て発効し、ASEAN
がFTAネットワークのハブとなっている。日本、中国、
韓国、豪州、NZ、インドの「+1」の国間でも FTA
が一部発効しているが、依然として交渉中もしくは交
渉にも至っていない国間も多く、ASEAN のハブとし
ての位置付けは当面、維持されると言えるだろう。

この点から、物品貿易分野では、ASEAN へ立地す
ることの優位性が現段階では一般に高いと指摘でき
る 3。ASEAN に製造拠点がある場合、原産地規則 4

を満たしている品目は ASEAN 域内でほぼ無税で貿
易が行えるととともに、周辺国に対しても他国より有
利な関税で輸出できる可能性が高いためだ。

第 2 点目については、輸入国によって関税が異なる
状況が顕著になっていることだ。数多くの FTA が相
次いで発効したため、ある製品をどの国から輸出する
かで、輸入国において適用される関税率が大きく異な
るケースが発生している。

表 2　AFTA と ASEAN+1FTA の概要
FTA 締結状況・関税削減スケジュール

ASEAN（AFTA）

○	ASEAN原加盟国の平均関税率は同FTAが発効
した93年の12.8%から2009年には0.9%に低
下。

○	ASEAN原加盟国（タイ、マレーシア、インドネシ
ア、フィリピン、ブルネイ、シンガポール）は2010
年からほぼすべての品目（品目総数の99%）を
無税化。

○	CLMV（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナ
ム）は2015年からほぼ全ての品目を無税化する
予定。

ASEAN

中国

○	2004年1月農水産品（HS01～08）を対象とし
たアーリーハーベスト（EH）開始。

○	2005年7月非農水産分野、その他農水産品の
関税削減開始。

○	2010年から中国とASEAN原加盟国は約9割の
品目を無税化。

○	2011年1月 改訂運用上の証明手続き発効。
○	2015年からCLMVは大半の品目を無税化。

韓国

○	2010年から韓国とASEAN原加盟国は約9割の
品目を無税化。

○	2016年からベトナムは大半の品目を無税化。
○	2018年からCLMは大半の品目を無税化。

日本

○	日本、シンガポール、ラオス、ベトナム、ミャン
マー、ブルネイ、マレーシア、タイ、カンボジア、
フィリピンが発効。

○	インドネシアは未発効。
○	日本とシンガポール、マレーシア、タイ、インドネ

シア、ブルネイ、フィリピン、ベトナム間では別
途、二国間FTAも発効。

豪州・NZ

○	2010年1月発効（豪州、NZ、シンガポール、タ
イ、マレーシア、フィリピン、ベトナム、ブルネイ、
ミャンマー、ラオス、カンボジアが発効）。

○	インドネシアは2012年1月10日に発効。
○	豪州、NZは発効と同時にそれぞれ品目総数の

96.4%、84.7%の品目を無税化、ASEAN原加盟
国は2013年から約9割の品目を無税化、CLMV
は2020年以降に約9割の品目を無税化。

インド

○	2010年1月発効（インド、シンガポール、マレーシ
ア、タイ、ベトナム、ブルネイ、インドネシア、ミャ
ンマー、フィリピン、ラオスが発効）。

○	インドとASEAN原加盟国（フィリピンを除く）
はノーマルトラック（NT）1の品目を2013年末、
NT2の品目を2016年末から無税化。インドと
フィリピン間については、NT1は2018年末、
NT2は2019年末から無税化。

○	CLMVはNT1を2018年末、NT2を2021年末か
ら無税化。

資料：各協定書、各国政府資料から作成

2	 ASEAN+1FTA では依然として締約国の一部で、国内批准
手続きが終了せず、未発効の国がある。ASEAN・日本 FTA
ではインドネシアのみが未発効である。ASEAN・豪州・
NZFTA でもインドネシアは、2012 年 1 月にようやく発効し
た。インドネシアは、国内で FTA に対する反発も強く、批
准手続きが遅れがちとなっている。

3	 但し、世界各国では IT 製品など、一般関税をそもそも無税
としている品目があること、FTA 以外にも輸出加工区や経済
特区など輸出品製造のための部品輸入に対して保税措置や関
税払い戻し制度などを導入している国もあり、製造品目、製
品の販売先によっては、一概に ASEAN に立地することに関
税面での優位性があるとは言えない点には留意が必要である。

4	 原産地規則とは、物品の生産国（国籍）を特定するための基
準。原産地規則には、関税番号変更基準（締約国で生産され
た最終財の関税番号が、同財の生産に投入された非原産材料
の関税番号と異なる場合に原産資格を付与する基準）、付加
価値基準（物品に対する付加価値を締約国内で一定水準〔閾
値〕以上付加した物品に対して原産資格を付与する基準。ア
ジア大洋州内で発効済みの FTA では閾値に 40%以上が採用
されている FTA が多い）、加工工程基準（特定の生産・加工
工程が行われた製品に対して、原産資格を付与する基準）の
いずれかが適用、もしくは利用企業が選択できる方式、もし
くは複数の基準を同時に満たすことを求める方式など、FTA
毎、品目毎に適用基準が異なることが多い。
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例えば、ベトナムへのエアコンを例に見てみよう。
ベトナムのエアコンへの適用税率をみると、一般関税
が最大 30%である中、タイ製、マレーシア製のエア
コンの場合、AFTA が適用されるため、5%以下の関
税となる（表 3）。一方、中国製の場合は、ASEAN・
中国 FTA が発効しているものの、関税削減段階にあ
り、2012 年 1 月時点では最大 20%が適用、ASEAN・
日本 FTA が発効している日本製の場合も同様に最大
30%が適用され、AFTA との関税差は大きい。ベト
ナムのエアコン輸入に占めるシェアをみても、タイ、
マレーシアのシェアが大幅に上昇しており、FTA も
一定の影響を及ぼしたと考えられる。

また、インドへのエポキシ樹脂の適用関税をみたも
のが表 4 である。インドに FTA を利用して輸出する
ことを検討する場合、現在、数多くの選択肢がある。
インドはこれまで、タイ、シンガポール、ASEAN、
韓国、日本、マレーシアと FTA を発効させている。
また、ASEAN・インド FTA では、インドはフィリ
ピンに対してのみ異なる関税削減・撤廃スケジュール
を適用している。エポキシ樹脂の場合、2012 年 1 月
時点では、タイ製、日本製は無税、フィリピンを除く
ASEAN 製は 3%、フィリピン製は 5%、韓国製の場合
は 6.25%、シンガポール製は適用除外となっているた
め一般関税（7.5%）が適用される。FTA が発効して
いない中国製の場合も、一般関税となる。

このように輸入元に応じて適用関税が大きく異な
るのは、まだ関税の削減段階にある品目が多いため
である。いずれは関税が撤廃されるため、こうした
関税差は大半の品目で解消されることとなるが、そ
の時期は、2010 年代半ばとなる。AFTA、ASEAN・
中国 FTA、ASEAN・韓国 FTA では ASEAN 後発
国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、以
下 CLMV）が 2015 年に大半の品目の関税を無税化す
る。ASEAN・インド FTA では、インドと、フィリ
ピンを除く ASEAN 先行 5 カ国は 2013 年末にノーマ
ルトラック 1、2016 年末にはノーマルトラック 2 に分
類された品目の関税を撤廃する 5。これにより、相互
に約 8 割の品目で関税が撤廃される。ASEAN・豪州・
NZFTA では、豪州、NZ は FTA 発効と同時に大半
の品目の関税を撤廃しているが、ASEAN 先行 6 カ国
は 2013 年から約 9 割の品目で関税を撤廃する予定だ。

このように、2010 年代半ばになると、FTA 間の関
税差は多くの品目で解消されることとなる。但し、当
然ながら FTA 未締結国からの輸入には一般関税が適
用され、FTA 締結国からの輸入との関税差はむしろ
拡大すること、AFTA を除く他の FTA では約 1 割
の品目が対象外となっていること、ASEAN・インド
FTA、ASEAN・豪州・NZFTA で CLMV には異な
るスケジュールが適用され、2020 年前後に関税撤廃
となる品目が多いことなどには留意が必要だ。

第 3 点目については、現状の FTA ネットワークが、
アジア大で構築される企業のサプライチェーンと合致
しないケースがあり得る点である。FTA の物品貿易
において、重要なルールの一つに「累積」がある。累
積とは、一方の FTA 締約国の原産品である原材料を、

表 3　ベトナムのエアコンへの FTA 別適用関税率と輸入動向
（単位：%）

適用税率 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
総輸入額（100万ドル） － 104 138 200 256 285
相
手
国
別
構
成
比

タイ 0～5% 24.3 30.5 38.1 36.7 46.4
マレーシア 0～5% 5.7 8.5 9.5 11.8 18.0

中国 0～20% 14.7 11.1 13.7 16.1 10.1
日本 0～30% 7.1 7.9 7.5 11.4 6.9

（%） 韓国 0～25% 14.2 7.2 4.3 2.9 4.5

注：	適用税率は 2012 年 1月時点。エアコンのHS コードは HS8415。
資料：ベトナム貿易統計、World Tariff（Fedex）から作成

	 表 4　インドのエポキシ樹脂に対する FTA 別適用関税率	 （単位：%）
発効年月 10年1月 11年1月 12年1月 13年1月 14年1月 15年1月 16年1月 16年6月 16年末 18年1月 19年1月 19年末

一般関税 － 7.5
タイ・インド 2004年9月 0.0
シンガポール・インド 2005年8月 7.5（除外品目）
ASEAN・インド（フィリピン除く） 2010年1月 5.0 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0
ASEAN・インド（フィリピン） 2010年1月 5.0 4.0 3.0 2.0 0.0
韓国・インド 2010年1月 9.375 7.8125 6.25 4.6875 3.125 1.5625 0.0
マレーシア・インド 2011年7月 － 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0
日本・インド 2011年8月 0.0

注 : エポキシ樹脂の HS 番号は HS390730。
資料 : 各国協定書から作成

5	 インドとフィリピンは相互に、ゆるやかな関税削減スケ
ジュールを適用。ノーマルトラック 1 は 2018 年末、ノーマ
ルトラック 2 は 2019 年末に関税を撤廃する。
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他方の FTA 締約国で利用する場合、同原材料を原産
材料とみなす規定である。

例 え ば、 マ レ ー シ ア で 生 産 し た 液 晶 テ レ ビ を
ASEAN・インド FTA を利用して、インドに輸出す
る場合を想定してみよう。この場合、同 FTA の累積
規定を通じ、マレーシア国内から調達した部品・原材
料に加えて、その他の ASEAN 諸国とインドから調達
した原産性を満たす部品・原材料についても、原産材
料として取り扱うことが認められる。生産ネットワー
クが ASEAN とインド間で完結している、もしくは
ASEAN・インド域外から調達する部品・原材料が限
定的である場合は特段問題は生じない。しかし、キー
コンポーネントが域外から調達されている場合には、
FTAの原産地規則を満たせない場合が生じる。実際に、
事例として紹介した液晶テレビの場合は、液晶パネル
は日本や韓国など ASEAN・インド FTA 上の域外国
から輸入されている場合が多く（表 5）、かつ液晶パネ
ルは液晶テレビのコストの多くを占めている。具体的
には、ASEAN・インド FTA の原産地規則は、付加価
値基準 35%以上と 6 桁の関税番号変更基準の双方を満
たすことが求められている。関税番号変更基準につい
ては、液晶パネル（HS 852990）と液晶テレビ（HS852871、
HS852872）の HS コードが異なっていることから、同
条件は満たすものの、付加価値基準については、液
晶テレビの FOB 価格に占める液晶パネルのコストが
65%以上（原産材料 35%未満）を占める場合は、同基
準を満たせず、FTA が利用できないこととなる。

同様に中国から大半の部品を輸入し、ASEAN のい
ずれかの国でエレベーターを製造し、インドに輸出
する場合も同じ問題が発生し得る。ASEAN・インド
FTA 上、中国は域外国であり、中国製の部品は非原
産材料となるためだ。仮に、中国からの部品輸入額が、

エレベーターの FOB 価格の 65%以上を占める、もし
くはエレベーターと同一の関税番号の部品が含まれて
いる場合には、ASEAN・インド FTA は利用できない。
一方、中国から調達している部品の一部を、いずれか
の ASEAN の国もしくはインドからの調達に切り替
えた場合、同部品は原産材料として取り扱えるため、
同 FTA の原産地規則を満たせる場合がある。

こうしたケースのように、企業のサプライチェーン
がアジア大で広域化する中、現状の ASEAN+1 を中
心とする FTA ネットワークでは対応できない場合が
ある。こうした問題を解決するのが、アジア全体をカ
バーする ASEAN+6 （ASEAN と日本、中国、韓国、
豪州、NZ、インド）の広域 FTA 構想で、毎年 11 月
に開催される東アジアサミット（EAS）の枠組みで
交渉が進められている。仮に ASEAN と周辺 6 カ国
全てを含む FTA が締結された場合、提示した事例の
ケースでは、いずれの部品も全て域内国からの調達
で、原産材料と位置付けられる。広域 FTA は、アジ
ア大でサプライチェーンを構築する日本企業にさらに
FTA の恩恵をもたらすことになる。

2.	物品に続く投資・サービス交渉
が注目

近年締結される FTA は物品貿易のみを対象とはせ
ず、投資やサービス、政府調達、人の移動、知的財産
権、競争など幅広い分野を包含している。アジアでは、
物品貿易分野では自由化が大きく進展してきたが、物
品貿易以外の分野の自由化は、今後の交渉に委ねられ
ている部分が多い。

今後、アジアの FTA 交渉において、中期的に注目
されるのが投資・サービス交渉の行方である。投資・
サービス交渉は、投資保護や製造業・サービス業の外
資規制やその他サービス貿易を対象としている。

投資保護については、収容・補償、投資後の最恵国
待遇、投資後の内国民待遇、公正衡平待遇、投資家対
国家の紛争処理、アンブレラ条項など自国投資家が
FTA 締約国において行った投資を保護する各種の規
定を含んでいる 6。中でも、日本企業の成長分野として、

表 5　マレーシアの液晶パネルの輸入と液晶テレビの輸出
（単位：100万ドル、%）

液晶パネル輸入 液晶テレビ輸出
輸入国 金額 構成比 輸出国 金額 構成比

中国 1,061 34.8 日本 1,212 25.6
韓国 1,021 33.5 UAE 810 17.1
台湾 396 13.0 豪州 806 17.0
日本 151 5.0 ASEAN10 632 13.3
ASEAN10 124 4.1 インド 270 5.7

注：	液晶パネルのHSコードはHS852990、液晶テレビのHSコー
ドは HS852871 と HS852872。

資料：マレーシア貿易統計

6	 投資保護の各内容等については、経済産業省「不公正貿易報
告書」を参照。
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新興国のインフラビジネスが着目されている現在、ア
ンブレラ条項と投資家対国家の紛争処理は見逃せない
条項である。アンブレラ条項は、投資家が受入国政府
とインフラプロジェクトなどの契約を締結した場合、
受入国政府が契約に基づく義務を履行することを約束
するものである。また、投資家対国家の紛争処理は、
投資家と受入国政府間で紛争が発生した場合に、投資
紛争解決国際センター（ICSID）や国際連合国際商取
引法委員会（UNCITRAL）などの仲裁に付託できる
ことを約束するものである。司法機能の独立性の弱い
一部の新興国においては、受入国政府を同国の裁判所
に訴えた場合、中立的な司法判断がなされないリスク
があるため、同条項は投資家に紛争処理の選択肢を増
やすとともに、受入国政府に対する立場を強める効果
が期待できる。この両条項が、協定に含まれることで
受入国政府がアンブレラ条項に違反した場合には、仲
裁に付託できる利点がある。インフラビジネスでは、
顧客が民間企業ではなく、受入国政府であるケースが
増加することが想定され、これまで以上に投資保護の
意義が高まっていると言える。

この投資保護については、日本はアジア諸国と投資
保護を含む二国間 FTA や二国間投資協定を既に発効
させている。しかし、投資家対国家の紛争処理 7 はほ
とんどの協定で含まれている一方、アンブレラ条項を
含む協定はまだ少ない。また、アジアでは日中韓の投
資協定が再交渉中であり、この交渉妥結が待たれるこ
と、ASEAN ではミャンマーとのみ投資協定が締結さ
れていないことは残された課題と言えるだろう 8。

今後のアジアにおける投資・サービス交渉の本丸
と言える分野は、サービス業の外資規制自由化交渉
である。製造業については、外資 100%までの出資
が認められている国が多く、既に自由化されている
ことが一般的だ。一方、小売や通信、金融などに代
表されるサービス業への外資規制は多くの新興国で、
外資出資比率が 50%未満に制限されるなど規制が残
されている。

例えば、タイでは外国人事業法により、依然とし
てほとんどのサービス業で外資出資比率は 50%未満

に制限することが求められる 9。インドでも、保険は
26%まで、通信は原則 49%などサービス業への外資出
資は幅広く規制されている。近年、日本企業の進出が
増加している小売をみても、インドはデパートやスー
パーなどは外資出資そのものが禁止、ベトナムでは 1
店舗までは 100%出資が認められるが、2 店舗目以降
は許可制、マレーシアやインドネシアなどでは大規模
店のみ外資進出が可能といった状況だ。

現状、アジアで締結された FTA の多くも、投資章
やサービス章で、サービス分野の外資規制を対象とし
ている。しかし、その内容は、現行の外資規制と同一
の内容を約束（スタンドステイル）、もしくは現行の
外資規制よりも低い水準で約束（バインド）している
ケースがほとんどで、現行の外資規制を超える自由化
を含むケースは少ないのが現状だ。

もちろん、スタンドステイル、バインドについても、
企業の予見可能性を向上させる上で重要である。現
行の外資規制と同一の内容を約束するということは、
少なくとも、現状よりも外資規制を悪化させないこ
とを約束することを意味する。つまり、外資 49%で
出資している場合、突然、受入国政府が対象となる
サービス業の外資出資上限を 30%に引き下げる改正
を行い、株を売却しなければならないといった事態
が防がれる 10。

現行の外資規制を超える自由化とは、FTA 締約国
の投資家に対して、例えば、50%未満の外資出資しか
認められない業種において、FTA 締結国の投資家に
は 100%出資を認めることなどを意味する。

これまで、日本・タイ FTA やタイ・豪州 FTA な
ど一部の FTA で、現行の外資規制を超える自由化が
盛り込まれている 11。しかし、各国ともにサービス業

7	 日本・フィリピン FTA では、投資対国家の紛争処理に関す
る条項は含まれていない。

8	 日本は、中南米やアフリカ諸国などとの投資協定締結は、そ
の他先進国と比較してまだ少なく、今後の課題となっている。

9	 タイでは、合弁企業では、地場企業に議決権が限定される優
先株を割り当てることで、議決権ベースでは、外国企業が過
半数を掌握していることがある。

10	なお、現行の外資規制よりも低い水準で約束している場合、
受入国政府は同水準まで外資規制を強化することが可能であ
ることを意味している。

11	例えば、日本・タイ FTA で、タイはサービス業への外資出
資が原則 50%未満であるところ、建設サービスは 100%まで、
ホテル・レストランは 60%まで、タイで設立された日本企業
によってタイ国内で製造された商品の小売・卸売サービスは
75%まで出資を認めている。タイ・豪州 FTA では、タイは
豪州に対して、鉱業は 60%まで、建設サービスは 100%まで、
タイで設立された豪州企業によってタイ国内で製造された商
品の小売・卸売サービスも 100%まで認めている。
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の外資規制自由化は、国内の反発が強く、政治的にも
困難な面を有している。

多くの FTA がある中で、今後、現行の外資規制を
超える自由化が進むことが期待されるのが、ASEAN
である。ASEAN は 2015 年までに ASEAN 経済共同
体（AEC）を構築することを目標に掲げている。現
状、ASEAN ではサービス分野の協定には「サービ
スに関する枠組み協定（AFAS）」がある。しかし、
AFAS は現行の規制と同内容の約束をしているもの
がほとんどである。しかし、ASEAN は、包括的な
自由化スケジュールを盛り込んだ「AEC ブループリ
ント」の中で、サービス分野の自由化を 2015 年に向
けてさらに進める方針を示している。2015 年に向け
て、ASEAN 域内で、現行の外資規制を超える自由
化が進む可能性があり、仮に実現した場合には、域
内企業には域外企業よりも有利な外資規制が適用さ
れることが期待される。

3.	今後の見通しと展望

ASEAN を核とした物品貿易の自由化が大きく進展
した現在、今後、アジアの FTA は広域化と投資・サー
ビス等内容の深化を探る段階に入っている。

広域化では、ASEAN+6 を中心とする広域 FTA 交
渉の行方が注目される。ASAEN+6 の枠組みでは、
これまで原産地規則、関税品目、税関手続、経済協力
の 4 分野で作業部会（WG）が設置され協議が進めら
れてきた。2011 年 11 月の東アジアサミットで、新た
に物品貿易、サービス貿易、投資の 3WG の設置に合
意するとともに、2012 年の物品交渉開始を目標とす
ることが盛り込まれ、交渉開始に向け進展がみられて
いる。

また、日本、中国、韓国の 3 カ国の枠組みでは、日
中韓 FTA に関する産官学共同研究会が 2011 年 12 月
に共同研究を完了し、日中韓 FTA は実現可能である
とする報告をまとめている。日中韓貿易はアジア域内
貿易の約 3 割を占め、AFTA、ASEAN+1 に日中韓
FTA が加わると、域内貿易の約 9 割を FTA がカバー
することとなり、今後の動向が注目される。

内容の深化については、2015 年に ASEAN 経済共

同体完成を目指す ASEAN の通商交渉が注目される。
前述の投資・サービス交渉など物品貿易以外の幅広い
分野で交渉が進められている。ASEAN 諸国の中では、
FTA に対する警戒感が強まっている国もあり、自由
化がどの程度進捗するか予断を許さない面もあるが、
さらなる自由化の進展が期待されている。

アジア域外に目を転じると、米国、EU が対アジア
FTA 交渉を強化している。米国、EU は日本と比べ
てアジア諸国との FTA 締結数が少なく、自国の対ア
ジア輸出がアジア域内貿易に比べて不利な状況が続い
ている。

EU は韓国と発効、シンガポール、インド、マレー
シアと交渉中で、今後、他の ASEAN 各国とも FTA
交渉を開始する方針だ。特にシンガポールとの FTA
交渉は妥結が近いとみられている。米国は豪州、シン
ガポール、韓国と FTA を締結しているが、今後は環
太平洋経済連携協定（TPP）を主軸に、アジアへの通
商交渉を強化する方針だ。

米国や EU の対アジア FTA 交渉が強化されること
は、アジア域内の FTA 交渉の活性化にもつながる。
FTA は協定に参加しない国の輸出が不利な状況にお
かれるため、FTA は非締結国に新たな FTA を締結
するインセンテイブをもたらす。ASEAN を核とす
る域内 FTA ネットワークが構築されたことは米国、
EU が対アジア FTA 交渉を積極化するインセンテイ
ブとなり、逆に米国や EU との交渉が進展するに連れ、
交渉に参加していないアジア諸国に新たなインセンテ
イブをもたらしている。また、米国、EU は投資・サー
ビスなど物品貿易以外の交渉も重視することから、ア
ジア域内の FTA の内容の深化にも影響を与えていく
ことが期待される。

今後、アジアでは域内の広域 FTA 交渉、米国、
EU など域外との FTA 交渉が相互に影響しあいなが
ら、交渉が進んでいくことが見込まれる。世界貿易機
関（WTO）による自由化が当面期待できなくなった
現在、通商交渉の枠組みとしてアジアをめぐる FTA
交渉はその重要度を増している。企業経営において
は、重層化、深化し、利用価値が高まっているアジア
の FTA を使いこなしていくことは、一つの重要な経
営課題と言えるだろう。
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本稿は、自由貿易協定（Free Trade Agreement: 
FTA）の政策的位置付けと経済効果を紹介した上で、
未締結であるが重要な FTA として、日中韓 FTA を
取り上げ解説していくこととしたい。

1.	FTA の政策的位置付けと経済効果

1.1	FTA の政策的位置付け

この 10 年余、経済連携協定（Economic Partnership 
Agreement: EPA）が、日本の対外貿易政策の中心と
なってきた。世界の貿易の一般協定であるマラケシュ
協定（世界貿易機関（WTO）協定）は、すべての加
盟国に関税引き下げの恩典が及ぶ「最恵国待遇」を
基本としている。これが多国間貿易の基本的な枠組
みであることは間違いないが、その例外的措置とし
て、一部の国・地域だけに恩典を及ぼす地域貿易協定

（Regional Trade Agreement）がある。世界各国は、
1990 年代末頃より、むしろこうした地域貿易協定の
推進を政策の主軸として位置付けるようになった。

日本政府は、それまで WTO の多国間自由貿易体
制を政策の基本としてきたが、2000 年代に入ってか
らは、地域貿易協定の推進に政策の舵を切り替えた。
EPA は、日本が結ぶ地域貿易協定の日本独自の名称
である。地域貿易協定は、一般に自由貿易協定（Free 
Trade Agreement: FTA）という名称を使用している。
たとえば、米国・カナダ・メキシコの地域貿易協定
は、北米自由貿易協定（NAFTA）である。WTO 協
定上、地域貿易協定は、ある地域（複数国）の間で実
質的にすべての財の関税やサービス貿易の障壁等を削

減・撤廃することを条件に、最恵国待遇の原則の例外
を認めている。日本の EPA は、こうした措置を含み
つつも、国境と国内の規制の自由化や各種経済制度の
調和など、幅広い経済関係の強化を規定している。た
だし、世界各国が締結を進めている FTA も、対象を
投資分野自由化、非関税障壁低減、貿易円滑化、知的
所有権保護などに積極的に広げる方向にある。現在は、
むしろ関税撤廃措置よりも、こうした幅広い経済自由
化措置に協定の中心があるといってよく、その意味で
EPAとFTAの差は小さくなっている。本稿では以下、
EPA も含め FTA と表記する。

1.2	FTA の経済効果

FTA は、関税の撤廃・低減による貿易の増大を必
須の内容としている。関税の撤廃・低減は、輸入国の
消費者に輸入品を安価に購入することを可能とすると
ともに、輸入国の生産者に原材料・部品・資本財など
を安価に購入することも可能とする。これにより輸入
が増えるが、調整が進む過程で、安価な輸入の価格転
嫁や生産コストの相対的な引き下げにより、輸出コス
トが下がり、輸出競争力も回復に向かう。結局は、当
初発生する貿易収支赤字は、ある程度黒字側に戻って
くることになる。結果的に、輸入品と競合する生産者
は生産減・利益減という不利益を被るが、競争力のあ
る部門の生産者は生産を伸ばす。その結果は、国民全
体では利益となる（経済厚生がプラスとなる）、とい
うのが経済理論の示すところである。

この利益は、輸入によって安価に入手できる財は、
国内生産を減らし輸入を増やす、より安価に生産でき
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る財の国内生産を増やし輸出を増やすことによる経済
全体の効率化からきている。この経済的効果を「静学
的効果」と呼ぶ。経済モデルの試算によって具体的に
みると、たとえば、日本がアジア太平洋主要国との間
で、すべての部門で関税を撤廃すれば、価格低下など
により、日本国民は GDP の 0.2 ～ 0.3%程度相当の利
益を得られるという推計結果がある。同じ推計で、日
本の貿易量は数%拡大している。

以上のような静学的効果に加えて、貿易の活性化に
より競争が促進され、国内投資が進み、生産性が向上
する、あるいは、貿易自由化を見込んで外国の工場の
立地が活発となる、という効果があると考えられてい
る。加えて、産業の立地が域内に集積することにより
生産性が向上する効果も想定されている。こうした
効果を総称して、「動学的効果」と呼ぶ。90 年代半ば
に締結された NAFTA の研究では、こうした効果は、
静学的効果を大きく上回るとされている。研究例では、
特に域内の直接投資を喚起する効果が大きいとされて
いる。

なお、動学的効果は、生産拠点が域内で自由に移動
することが前提である。つまり、直接投資への制度的
障壁や様々なリスクがある場合には、効果は発揮でき
ない。FTA の経済利益を十分に享受するためには、
同時に直接投資の保護と自由化が必要条件となる。こ
の意味で、日本政府が目指しているように、早期に高
度の投資協定を締結することは重要なことである。さ
らに、動学的効果は、競争促進や集積効果なども前提
である。国内規制緩和や競争政策の強化が、この効果
を実現させる条件となる。

以上のように、FTA は、経済連携を進めて、生産
の効率化による利益をもたらすだけでなく、より大き
な効果として、協定締結国の経済成長を促進するとい
うこととなる。

2.	日本の FTA の現状と東アジア
貿易圏の形成

2.1	日本の FTAの現状

日本にとって東アジア諸国は重要な貿易・投資の相
手であり、これら諸国との FTA は優先度が高い。現
在まで、日本の FTA は、発行・署名済み 11 カ国 1 地域、
交渉中 3 カ国 1 地域、研究・議論中が 3 地域である。

なお、表には掲げていないが、TPP（現在加盟 4 カ国、
交渉中 8 カ国）については、日本は、関係各国との協
議を開始するという首相の発言がある。

表 1 でみられるように、日本の FTA 締結国は、東
南アジア諸国が多い。東南アジアには、日本の関連企
業も多く進出しているが、ASEAN（東南アジア諸国
連合）は域内、域外で自由貿易協定の締結など、政策
的な支援を強化してきた。こうしたことにより「FTA
ネットワーク」の形成が進めば、進出日本企業は、東
南アジア域内と日本を合わせた大きな地域で、効率的
な企業内分業ができるとともに、域内市場を確保でき
る。現在ははかばかしく進捗していないが、豪州、韓
国あるいは中国がこれに加われば、その経済効果は
はるかに大きなものとなろう。研究中の、ASEAN+3
あるいは ASEAN+6 の FTA 構想は、こうした考え
に基づいている。

しかし、現在までの日本の FTA は、米国、中国、
韓国など、経済規模が大きく、日本の貿易シェアが高
く、貿易関係が密接な国々とは締結されていない。そ
の意味では、日本はいまだ FTA による政策的支援体
制を十分に構築できていないこととなる。米国は、従
来から東アジア諸国が生産した財の最終的な受け手で
ある。また、中国と韓国は、日本ときわめて密接な貿
易関係があるとともに、東アジアの生産ネットワーク
の形成に関係の深い国々である。本節では、以下で、
こうした観点から、日本の対東アジア貿易の推移と今
後の方向を見ることとしたい。

2.2	東アジア貿易圏の形成

日本・東アジアの貿易を構造的にみると、2000 年
代前半（2000 ～ 2005 年）には、東アジア域内の生産ネッ
トワークの形成とともに、最終財需要の米国への依存
の高まりが特徴的である。前者は、1990 年代からの

表 1　日本の経済連携協定の締結状況
段階 相手国・地域

発効・署名済み シンガポール、メキシコ、マレーシア、
チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、
ASEAN、フィリピン、スイス、ベトナム、
インド

交渉中 韓国、湾岸協力会議、豪州、ペルー
研究・議論中 ASEAN+6、ASEAN+3、日中韓

 資料：外務省
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傾向を引き継いでいる。東アジア諸国の間で、段階的
に加工度の異なる中間財・部品や資本財（機械設備）
を輸出入することで、より効率のよい国際分業を行お
うとするものである。特に、2002 年に中国が世界貿
易機関に加入したことで、東南アジアのみならず、日
中韓も含めた分業体制の構築が進展した（特に、日中
韓から東南アジアへの資本財の輸出シェアが大きい）。
このように、事実上の生産ネットワークは形成されつ
つある。ただし、日本は、中国、韓国と FTA を未締
結であり、政策的な支援は完備していない。後述のよ
うに、これが日中韓 FTA が重要である一つの根拠で
ある。

後者は、消費需要の旺盛な米国が、安価な東アジア
の消費財の輸入を顕著に伸ばしたことである。半面、
この構造は米国に対する最終需要への依存度の高まり
を意味し、米国への輸出（消費財中心）が鈍化すれば、
東アジアの生産全体に産業連関的に波及することにつ
ながるものであった。2008 年からの米国の金融危機、
経済危機が東アジアに波及した。これは、米国への輸
出の減少の影響が、マクロ的な乗数効果を拡大するよ
うな方向で、アジア諸国間の産業連関的な波及を伴っ
たことを背景としている。こうした米国の最終需要へ
の一方的な依存は、リスクとして、東アジアの貿易構
造の弱点といえるだろう。日本としても、最終需要の
吸収先を米国のみに求めるのはリスクが大きい。

しかし、2009 年以降における、経済危機からの回
復とともに、最終財の貿易においても、アジアにおけ
る域内貿易の比重が徐々に高まってきている。東アジ
ア域内の中間財・部品などの貿易は、既に、生産ネッ
トワークの形成により、域内貿易のウエイトが高まっ
てきた。加えて、今後とも、消費財や資本財のような
最終財の需要が域内で生み出されれば、域外（特に米
国）への最終需要依存によるマクロ的な弱点（集中の
リスク）を克服できるようになる。

こうした方向は、中国や東南アジアの国民所得が向
上することによる内需転換が支えとなっている。実現
にはある程度時間がかかるであろうが、日本の貿易政
策は、こうした東アジア諸国との経済連携を強化する
方向で政策を進めることが効果的であろう。東アジア
途上国の大きな輸入ポテンシャルからみても、将来の
最終財需要の源泉として重要である。日本としては、
政策的にも、FTA によってこうした方向を後押しす

ることが望ましいであろう。

3.	日中韓 FTA の意義・経緯・期
待と思惑 i

3.1	日中韓 FTAの意義

中国と韓国は、日本の貿易にとって重要にもかかわ
らず、日本の FTA 相手国としては、空白地帯となっ
ている。この二国と日本との貿易関係は非常に密接で
ある（表 2）。

大部分の組み合わせで、この三国は、それぞれの貿
易相手の 3 位以内に入っている。特に、日韓の輸出入
相手国は、中国が第一位となっている。日中韓 FTA
構想は、日本が中韓とともに、三国で地域貿易協定を
結ぼうというものである。三国の経済、人口規模の大
きさからみて、経済的な影響は非常に大きいであろう。
また、それにとどまらず、その政治的・外交的インパ
クトも非常に強いであろう。

本節では、日中韓 FTA 構想の経緯、背景、現状に
ついてふれた後、その経済効果を検討し、最後に、そ
の実現に向けての課題について議論したい。

3.2	日中韓 FTAの経緯

日中韓三国が一つの自由貿易協定（FTA）を結ぶ
という構想は、日中韓の民間研究機関が、このテーマ
で共同研究を 2003 年に始めたことに遡る。共同研究
の枠組は、1999 年 11 月に開催された三国非公式首脳
会議で提唱、合意されたものであり、事実上は公式の
色彩を帯びていた。このため、この共同研究が日中韓
FTA を取り上げたことは、長期的な課題とはいえ、
三国間で FTA が政策の視野に入ってきたことを意味
していた。

表 2　日中韓の域内輸出入のシェア
輸出シェア（2010 年） 輸入シェア（2010 年）

日本 中国 韓国 日本 中国 韓国

日本
19.4%

（1 位）
8.1%

（3 位）
日本

22.1%
（1 位）

4.1%
（6 位）

中国
7.7%

（3 位）
4.4%

（4 位）
中国

12.7%
（1 位）

9.9%
（2 位）

韓国
6.0%

（3 位）
25.1%

（1 位）
韓国

15.1%
（3 位）

16.8%
（1 位）

 資料：各国の貿易統計



23

成長市場アジアを軸に展開する世界の通商交渉 特  集

筆者は、日本側の研究者の一員として、初年度で
ある 2001 年から共同研究に参画してきた。日中韓
FTA を研究課題に取り上げたのは、共同研究 3 年目
の 2003 年からであるが、この研究は 2009 年まで続く
こととなった。

三国 FTA は、規模が大きく密接な関係を有する貿
易相手国との間で、関税の撤廃あるいは大幅な引き下
げを行う、非常に野心的な課題である。2003 年当時、
日本政府は、この研究の開始にはかなり慎重であった
が、韓国チームが強く提案し、中国チームにも反対は
なかったため、研究開始に至ったものである。

日中韓 FTA に関する民間共同研究は、7 年間も継
続することとなった。当初の研究計画では、FTA の
包含する課題を一通り研究し、3 ～ 4 年程度で完了す
るという想定であった。中国・韓国と FTA を早期に
締結するという構想には、日本の民間企業や財界には
総じて賛成論が多かった。しかし、日本政府・与党に
慎重論・時期尚早論が強く、予定の 2006 年に研究を
完了することはできなかった。そうした慎重論の背景
には、そもそも国家体制・価値観の異なる中国との関
係強化に反対するもののほか、靖国問題などの政治的
対立、輸入食品安全問題、ASEAN や東アジアの主導
権をめぐる日中の競合と対中警戒心、中国が質の高い
FTA を結ぶ用意があるかどうかについての懸念、な
どがあった。このため、三国首脳会合でも、中国側が、
三国 FTA について公式共同研究への格上げを度々提
案しても、日本側が合意しなかった。その結果、2009
年まで、民間共同研究は、将来の交渉への基礎的資料
を提供することを目的に網羅的に調査を続けることと
なったのである。なお、研究成果としては、日中韓
FTA のマクロの経済効果は、FTA の中では大きめに
なると推定されること、産業部門別のインパクトの推
定などがある。

2009 年に民間の日中韓 FTA 共同研究が完了し、次
の段階である産官学公式共同研究への格上げが実現し
た契機は、日本における政権交代である。新政権は、
東アジア共同体構想など、アジア重視の外交政策への
転換を示唆していた。こうした情勢変化を背景として、
同年 10 月の第 2 回日中韓サミットにおいて、公式共
同研究の立ち上げを目指すことで意見集約を見たので
ある。

この前後の日中韓サミットや経済貿易大臣会合の記

録によれば、日中韓 FTA の共同研究開始の合意とと
もに、日本政府は、日中韓投資協定の早期妥結を期待

（実態的には、かなり強く要求）していたことが分かる。
投資協定の交渉は、すでに 2007 年から始まっていた
が妥結に至らないでいた。日本政府は、投資協定交渉
の完了を、FTA の検討開始に優先していたと見られ
る。日本は韓国との間では、投資の自由化・促進を含
んだ質の高い二国間投資協定を 2002 年に締結してい
るが、中国との間には、1988 年に締結された不十分
な協定があるだけである。2002 年以降の直接投資ブー
ムにより、日本企業は数多く中国に進出してきた。す
でに進出した企業に加えて、今後も進出が予想される
企業のため、日本政府は、直接投資の保護と自由化・
促進を最も緊急の課題としていたのである。

このように、三国 FTA の公式共同研究については、
中韓が三国投資協定交渉の早期妥結に理解を示したこ
との事実上の見返りとして、日本政府はその開始に合
意したという解釈ができる。

産官学公式共同研究は、2011 年 12 月に完了した。
報告書には、将来の日中韓 FTA 交渉に適用される 4
つの指針的原則として、以下の 4 点が提言されている。

（1）日中韓 FTA が、包括的かつ高いレベルの FTA
になることを目指す、（2）WTO ルールに整合的、（3）
相互主義と互恵に基づくバランスのとれた成果とウィ
ン・ウィン・ウィンの状況を目指す、（4）交渉が各国
のセンシティブな分野に対ししかるべく配慮しつつ、
建設的かつ積極的に行われるべきであること。

ただし、報告をまとめる際の共同声明には、交渉の
開始は明示されていない。研究成果は、2012 年の日
中韓サミットに報告するという文章があることから、
おそらくその時点で交渉開始の決断に合意するかどう
かの判断がなされると予想される。

共同研究報告書は、2012 年の早い時期（日中韓サ
ミット以前）に発表される。その内容次第であるが、
いずれにせよ、日中韓 FTA の構想は、実現に一歩近
づいている。

3.3	日中韓 FTAへの期待と思惑

ここで、日中韓それぞれの政府が抱いていると考え
られる日中韓 FTA への期待と思惑について議論した
い。その前提として、現在の日中韓の貿易と関税の構
造についてみておこう。
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上記表 2 で示したように、日中韓三国の貿易関係は、
きわめて密接であるといえる。しかし、財の輸入関税
を有税比率でみると、この三国では非対称となってい
る。日本の輸入のうち、中国と韓国の輸出品の有税比
率は、2008 年時点でそれぞれ 25.8%、24.0%と低い比
率となっている。日本では既に工業製品の関税の大部
分が無税となっていることがこれに影響している。日
本の有税品目は、農産品などセンシティブ品目に限ら
れている場合が多く、また、それらの関税率は一般に
高率である。逆に、中国と韓国の輸入のうち、日本の
輸出品の有税比率は、それぞれ 71.1%、56.6%と高い。
この関税率の構造は、中国や韓国が日本と FTA を締
結しても、関税撤廃・低減から得られる直接的な利益

（輸出促進効果）は、日本のセンシティブ品目の関税
引き下げ伴わない限り、限られたものにならざるを得
ないということを示している。これが、日韓 FTA の
交渉が進まなかったことの背景にもなっている。

仮に中国が犠牲を払って自国の関税を大幅に切り下
げたとしても、日本から得られる関税引き下げは限定
されているのである。しかも、残る有税品目はセンシ
ティブな部門がほとんどであり、日本は簡単に妥協し
ない。このような状況ではあるが、中国は、民間共同
研究実施中であった 2007 年ごろから既に、公式共同
研究への格上げを主張していた。この主張は、日中
韓 FTA の交渉入りを事実上提案するものである。し
かし、中国はいまだ開発途上国であり、日本や韓国が
目指しているような高水準の貿易投資自由化や知的所
有権保護・政府調達・安全性向上などの広範囲の経済
連携強化は実施の用意が十分でないことは明らかであ
る。中国が比較的容易に実質的な自由化を進められる
のは、例外付き・期限猶予付きの上での財の関税引下
げに限られるだろう。経済連携強化などの分野では、
安全保障や発展にかかわる戦略産業の指定や情報通信
分野などにおける将来産業への規制の方針など、国の
根本的な政策変更を伴うものが多く、FTA で自由化
を進めるのには、非常な政策的困難を伴う。

中国は、なぜ自国が不十分な状態であり、かつ、関
税面ではあまり有利とは考えられない日韓との FTA
を急ごうとしているのか。自国産業の急速な発展を
考慮して、将来の販路を東アジアに確保する長期的な
保障を FTA に求めているというのが一つの解釈であ
る。加えて、米国との政治的・外交的な対抗意識があ

るというのが、筆者の推測である。中国中心の排他的
な経済ブロックを形成するという発想もあるだろう。
ただし、この発想は、FTA を貿易自由化の building 
blocks として使うという open regionalism の考え方
とは反対のものである。

韓国は、既に米国、欧州連合との FTA を合意・締
結している。残る主要国としての中国と日本は、望む
条件が整った時点で FTA を締結してもよいという有
利なポジションにある。筆者の印象では、韓国の首脳
クラスは、日中韓 FTA において、韓国が、大国であ
る日本と中国のハブとなるという「名誉ある立場」を
望んでいるようである。それに加えて、日中韓 FTA
から韓国が受ける経済的な利益も大きいと期待してい
る面もあろう。日中韓 FTA ができれば、韓国は、世
界のほぼすべての経済大国と FTA を結んでいるただ
一つの国となり、東アジアの FTA の中心でもあるこ
とから、ハブの国として、企業立地などで経済統合の
利益を最大限享受できる。ただし、実際の交渉の場面
となれば、国内の利害があって、交渉は簡単ではない
だろう。日本との間で、二国間 FTA 交渉が中断され
たのにも見られるとおり、韓国側は、関税引き下げに
ついては、日本から利益を受けられる分野は農業以外
にほとんどない。また、韓国の大企業は、競合する日
本企業には脅威を感じている。

日本の立場は、投資協定の早期妥結の目標がからん
でいることもあり複雑である。経済界からは、日中韓
投資協定とともに、FTA の早期締結が要望されてい
る。特に、中国との関係では、現地企業の操業に重要
な電子部品や機械などに高関税が残っているほか、将
来的に中国におけるビジネス展開を予想して、投資の
ほかサービスの自由化を望む声がある。また、知的所
有権保護、政府調達制度の透明化などの要請もある。
他方、農業などのセンシティブ・セクターの関係者は、
中国からの輸出を警戒している。日本は、センシティ
ブ・セクターの保護は極力残しつつ、投資・サービス
貿易、知的所有権保護など関心分野の自由化・強化を
目指していると考えられる。

4.	日中韓 FTA 交渉の課題

近い将来に議論されるであろう日中韓 FTA 交渉に
ついて、以下の 4 点を提言したい。
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（1）	質の高い投資協定を先行して早期に成立させること
企業の自由な生産拠点移転は、FTA の動学的経済

効果を発揮するための前提条件である。中国は、制度
の根本的な構造を変えるような自由化、投資保護・促
進には非常に慎重であろう。しかし、中国が、このま
ま不完全な投資環境を放置しておけば、良好な直接投
資の流入の妨げになる可能性が出てきている。他方、
経常収支黒字が累積した結果、中国の対外資産は巨額
となっている。今後、日韓企業への直接投資は、中国
の対外資産の格好の運用先となるだろう。つまり、投
資協定の利益は、互恵的なものであり、中国に立地す
る日韓企業のためだけではない。このため、日中韓す
べての国にとって、質の高い投資協定を FTA に先行
して成立させることは、重要なことなのである。

（2）	日中韓 FTA に、高度の自由化条項と経済連携条
項を幅広く取り入れること　

日中韓三国は、締結を急ぐあまり、対象を限定し、
例外が多く、自由化や保護が不十分な FTA を拙速に
結ぶべきではないと考える。上記の投資協定さえ十分
なものとなっていれば、当面は進出企業の不利益は回
避できる。むしろ、日中韓 FTA は、腰を据えて取り
組んだ方がよい課題である。一部の関税引き下げの
みによる FTA の静学的効果は小さい。たしかに、中
長期的には、中国の将来の発展を考慮すれば、日中韓
FTA は日本や韓国の経済成長にとって非常に重要で
ある。しかし、不十分な FTA のままでは、将来的に、
貿易費用低減もままならず、経済効果は非常に限定さ
れてしまうのである。

（3）	実効ある貿易円滑化を推進することにより、非関
税障壁を低減すること

日 中 韓 FTA を、 二 国 間 FTA を 組 み 合 わ せ た
NAFTA のような形式のものとするのか、それに加
えて日中韓の地域 FTA を併存させるのか、現在の研
究段階では未だ合意がとれていないようである。日中
韓で一本の地域 FTA が成立する場合には、税関協力
や原産地規則などに加え、食品安全、環境など協力が
その中心になるであろう。筆者は、それに加えて、貿
易円滑化が日中韓地域 FTA の非常に重要な課題であ
ると主張したい。非関税障壁の撤廃は、複数国の地域
協力としてのテーマになじみやすい。税関協力に限ら
ず、輸送規制、基準認証、産業標準などのハーモナイ
ゼーションは、貿易円滑化の重要な政策分野である。

定期的（あるいは恒常的な）三国間の会議・組織が、
民間の要望を受けて、貿易円滑化の具体化に取り組む
という仕組みを作ることが有効ではないかと考える。

（4）	日中韓 FTA を東アジア FTA・環太平洋 FTA に
拡大すること

そもそも、FTA は経済協定にすぎず、しかも、締
結国を増やすことによって世界全体の互恵的な貿易自
由化を目指すための building blocks として取り扱う
のが適切である。それは、外交的に友好国を選別する
ものではなく、また、将来の締結国は増えていくのが
前提なのである。FTA のこうした考え方からすれば、
締結の順序は無意味であり、将来に締結国を増やさな
い合意をすることは有害ですらある。例えば、日中韓
FTA が締結されても、日本が米国・欧州と FTA を
締結することは、経済的に意味のあるものである限り
は歓迎されるべきである。

それに関連して、外交的には、環太平洋戦略的経済
連携協定（Trans-pacific Partnership: TPP）への日本
の加盟の有無が一つの重要な契機になるであろう。筆
者は、この協定への加盟自体が、日本経済の将来にとっ
て重要と考えている。中国は、日本の TPP 加盟交渉
入りに対して否定的な見解に見える。しかし、日本が
TPP に加盟し、日中韓 FTA も並行して形成されるこ
とは、環太平洋全体で質の高い自由貿易投資が保障さ
れる地域を形成するという、APEC 本来の目的に合
致する。また、外交的にも、日本の TPP 交渉入りは、
中国に対して、質の高い日中韓 FTA の形成への同意
を取り付けるためのプレッシャーとなり得るのではな
いか。

同様の趣旨で、日中韓 FTA に交渉完了のめどがた
てば、三国は時をおかず、それを東アジア大の FTA
に拡大すべく、行動を開始すべきであろう。日中韓と
もに、ASEAN との FTA は締結済みである。その意
味で、FTA の拡大には、個別品目等の問題は少ない。
むしろ、その場合には、域内の財の自由な流動（サプ
ライチェーンの形成）や生産拠点の立地など、地域と
しての自由な貿易・投資の制度的な確保が重要な論点
となろう。

i	 本節は、阿部「日中韓 FTA」（『通商政策の潮流と日本』第 6
章（近刊））を簡略化して紹介したものである。
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As U.S. involvement in Iraq and Afghanistan winds 
down, the Obama administration has announced a “strategic 
pivot” toward the Asia Pacific region. President Obama’s 
recent trip to Asia; his participation in the US-ASEAN, 
APEC, and East Asia Summits; and Secretary Clinton’s 
visit to Myanmar symbolized this rejuvenated engagement. 
Despite strong pressure to cut the military budget, the 
president and his top aides have stressed East Asia’s 
economic and political importance and pledged that “there 
will be no diminution of [the U.S.] military presence or 
capabilities in the region.” i

Meanwhile, East Asia inches slowly toward closer 
integration. The date of the planned ASEAN Economic 
Community (2015) is approaching. Currency swap 
agreements have been multilateralized. The ASEAN 
Secretariat administers some 50 committees and workshops 
connecting ASEAN with the “+ 3” countries (Japan, China, 
and South Korea). Free-trade agreements and economic 
partnership agreements link nearly all the players. Talks 
aimed at a possible Japan-China-Korea free trade area, 
remote as that seems now, are taking place.

 This combination of stepped-up U.S. engagement and 
ongoing East Asian integration raises at least two broad 
questions about likely U.S. behavior. First, what does 
East Asian integration mean for the United States and for 
U.S. business? Second, does the Obama administration’s 
“strategic pivot” toward Asia represent a durable, long-term 
shift in policy?

1.	 What does East Asian integration mean for the 
United States and for U.S. business?

East Asian integration is moving forward on two 
separate tracks. Market-driven integration is a spontaneous 
process driven by the private sector, while government-

driven integration dictates its political content and 
organizational structure. The two are related but by no 
means identical.

Despite numerous barriers in selected sectors such as 
services and automotive products, market-driven integration 
has made great strides. Causes include the lowering of 
tariffs, the steep decline in the cost of communication 
and transport, and the emergence of China as the hub and 
final exporter of region-wide production networks. Zero 
or near-zero tariffs on electronics, telecommunications, 
and information technology products have sparked a 
particularly high level of trade in parts and components. 
As a consequence of these trends, intra-Asian trade on 
the eve of the global recession had surpassed trade within 
NAFTA (Canada, Mexico, and the United States) and was 
approaching intra-European levels.

The surge in intra-Asian trade reflects the emergence of 
region-wide, China-centered supply chains and production 
networks. Typically, high-technology components come 
from Japan, South Korea, and Taiwan, but companies in 
Thailand, the Philippines, Malaysia, and Australia have 
also found profitable niches. A high proportion of China’s 
exports also depend on foreign companies or joint ventures. 
Because of these factors, the label “Made in China,” 
found on so many U.S. imports, is misleading. Until fairly 
recently, China’s value-added contribution has averaged 
only about one-third of the final value of the product. 
Owing to vigorous Chinese efforts to promote indigenous 
innovation and forced technology transfer, this proportion 
is rising rapidly and in some sectors probably exceeds 60 
percent. 

One consequence of closer integration that affects 
U.S.-Asia relations is that starting in the mid-1980s, 
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Japanese exports and foreign direct investment started to 
shift somewhat away from the United States and toward 
China. This trend caused a shift in U.S. trade deficits with 
the two countries and a corresponding reorientation of 
political pressure away from Japan and toward China. 
(“Japan-bashing” has largely disappeared.) Whereas U.S. 
exports to and imports from China were roughly equal in 
the mid-1980s, the U.S. merchandise trade deficit with 
China ballooned. Although U.S. exports to China in 2010 
reached a record high ($91.9 billion), merchandise imports 
outnumber exports by roughly 4 to 1.

Government-driven integration in East Asia is fueled 
not only by the market but also by a number of other 
factors.  Despite – or because of -- its weakness compared 
to its northern neighbors, ASEAN has been the leading 
engine. Among the motivations of leading ASEAN 
members are (1) the desire to strengthen ASEAN’s (and 
East Asia’s) collective voice, (2) Asian reactions to regional 
trade liberalization in Europe and North America, (3) the 
sense of helplessness engendered by the Asian financial 
crisis of 1997-98, (4) the need to embed a resurgent China 
in a web of cooperative regional organizations, (5) the need 
for government policy to keep pace with and facilitate (or 
sometimes slow down) the pace of market-led integration, 
and (6) the opportunities for ASEAN presented by rivalry 
among the regional powers.ii

The U.S. government understands and supports 
ASEAN’s efforts. Of particular value, in the U.S. view, 
is the integration of China into a cooperative framework.  
Moreover, Washington policy-makers know that there is 
hardly any problem in the Asia Pacific region that can be 
solved by one or even two countries alone.  Threats such as 
environmental pollution, climate change, pandemic disease, 
illegal trafficking, and piracy call for coordinated efforts 
from all the governments of the region. 

The only problems that American officials have with 
East Asian integration in its current form are practical in 
nature. Americans are impatient with process and dialogue. 
They want results. They see challenges in Asia that Asian 
governments are not addressing effectively. American 
officials therefore favor “functional” integration, that is, 
specific initiatives that yield tangible achievements. They 
believe that architectural structures should be streamlined 

and rationalized according to what gaps they fill and what 
value they add. (Many Asians agree with them.) At present 
U.S. policy favors restoring APEC’s focus on economic and 
business issues and reserving security issues for the East 
Asian Summit.

From a business perspective, East Asian integration 
means expanding markets and lower transaction costs. The 
U.S. economy is recovering from the 2008-09 recession, 
but consumer demand is still sluggish. The most promising 
potential markets are in Asia. The East Asian integration 
movement is putting pressure on governments to improve 
the business climate. This is welcome.

Of growing interest to U.S. companies is the large 
and expanding ASEAN market.  ASEAN governments 
have pledged to create a single economic community by 
2015. No one believes that this goal will be achieved in its 
entirety; governments are likely to insist on a substantial 
number of loopholes and exceptions. Nevertheless, even a 
partial and highly uneven single market has its attractions. 
ASEAN has a population of approximately 600 million 
people and a combined GDP of $1.8 trillion. If ASEAN 
were a single country, it would be the 9th largest economy 
in the world.  In 2010, U.S. exports to ASEAN totaled $64 
billion, while imports were $107 billion; given growing 
consumer demand and relatively high rates of growth, 
the potential for expanded U.S. investment and trade is 
significant. 

The TPP captures only a small proportion of U.S. 
trade at present, but it has many attractions. It replaces 
the stalled Doha Round and raises the standard of trade 
agreements significantly. It includes twenty-first century 
issues, ranging from investment, intellectual property 
protection, and competition to labor standards and 
environmental protection.  Membership thus far is small 
enough to be manageable. It is “open-door” regionalism, 
meaning that any country that makes a commitment to 
achieve its standards may join. Because it was a Singapore-
New Zealand initiative, it avoids being associated with 
alleged U.S. “hegemony.” From a strategic perspective, it 
reinforces the U.S. role as a “resident power” in the Asia 
Pacific region. Last but by no means least, the TPP enjoys 
bipartisan U.S. Congressional support.
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Now that the Korea-U.S. Free Trade Agreement has 
been ratified, it is quite possible that South Korea will join 
the TPP.  That step would put even greater pressure on 
Japan to go beyond Prime Minister Noda’s commitment to 
join exploratory talks and actually sign up. If that happens, 
the Chinese government may redouble its accusations 
of U.S. “encirclement,” “containment,” and “Cold War 
mentality.” On the other hand, the TPP could serve as a 
constructive stimulus to both China and non-TPP ASEAN 
members to step up the pace of domestic economic reform 

2. Does the Obama administration’s “strategic 
pivot” toward Asia represent a durable, long-term 
shift in policy?

Some elements of U.S. policy toward Asia are long-
standing, such as commitment to stability in the Taiwan 
Strait and on the Korean peninsula and freedom of 
navigation. Similarly, U.S. policy toward regional and sub-
regional integration in East Asia has deep roots in postwar 
foreign policy, when Washington faced the prospect that 
the United States would be excluded from the European 
Common Market and subsequent forms of European 
integration. Ever since then, U.S. policy toward regionalism 
in Europe and in other parts of the world has generally 
reflected the judgment that regional integration is consistent 
with national, regional, and global U.S. interests, with or 
without U.S. participation, provided that it meets certain 
conditions. 

In  the U.S.  view,  organizat ions  that  promote 
regional integration should be (1) adopted by reasonably 
representative governments and not imposed by force or 
pressure (as the Soviet Union did with COMECON), (2) 
in conformity with international norms and rules, (3) not 
designed to undermine global and regional institutions 
of which the United States is a member, such as the 
International Monetary Fund and APEC, (4) neither overtly 
anti-American nor intended as an alternative to security 
ties with the United States, (5) not intended to drive a 
wedge between the United States and a major ally (in the 
case of East Asia, this would be Japan), and (6) consistent 
with sound economic policies, supportive of trade and 
investment, and accompanied by compensation for lost U.S. 
exports, if any. 

Critics of U.S. behavior may respond that the United 
States opposed an effort by former Malaysian prime 
minister Mahathir in 1990 to organize an “East Asian 
Economic Group” (later “Caucus”). But Dr. Mahathir’s 
initiative raised concerns about criteria (4) and (5), whereas 
the current East Asian integration movement appears to 
satisfy all of the relevant criteria. ASEAN leaders have 
repeatedly expressed their support for trans-Pacific and 
global institutions, and most of them have reaffirmed their 
support for the U.S. presence and strengthened ties with the 
United States.  

So what is new? It was not entirely fair for Secretary 
Clinton to say to Asians, “We’re back!”, since U.S. forces 
had remained steadfast throughout the Bush administration. 
Nevertheless, there are some marked differences between 
the George W. Bush and Obama administrations. First, 
the Bush administration was relatively indifferent to 
multilateral mechanisms in the Asia Pacific region and 
did not consistently send high-level representatives to 
important regional meetings. Second, Bush-era officials 
viewed the East Asian integration movement in a positive 
light but tended to dismiss it as a “talk shop,” weighed 
down by unproductive meetings that produced grandiose 
communiqués but little tangible progress. President 
Bush’s main priorities were anti-terrorism, the promotion 
of freedom and democracy, and the wars in Iraq and 
Afghanistan. Only at the end of the Bush administration 
did the United States support creating the position of U.S. 
ambassador to ASEAN, and by the time the president 
left office the process had not been completed. Other 
opportunities were left hanging.

The Obama administration seized on these other 
opportunities. The president signed ASEAN’s Treaty of 
Amity and Cooperation, a prerequisite for joining the 
East Asia Summit, and appointed a U.S. ambassador to 
ASEAN. Secretary Clinton’s first official trip was to Asia. 
The Office of the U.S. Trade Representative concluded a 
“framework” trade and investment agreement with ASEAN 
as a whole. President Obama participated in U.S.-ASEAN 
summits, and Secretary Clinton made numerous trips to 
the region. Both Secretary Clinton and Secretary Gates 
stressed the vital U.S. interests at stake in the Asia Pacific. 
On the military side, the Defense Department strengthened 
military-to-military ties with several countries in the region. 
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During the president’s visit to Australia, both governments 
announced the rotational deployment of more U.S. marines 
in Darwin. Although this deployment is not directed at 
China (which is thousands of miles away), it reinforces the 
image of the United States as a durable and reliable Pacific 
power. China’s recent behavior in the region, including its 
vast territorial claims in the East and South China Seas, 
has rattled the nerves of many Asian governments. While 
emphasizing the “non-zero-sum” nature of competition 
with China, Washington has underscored the strength and 
importance of its multiple alliances. 

Equally important, the speeches and statements 
issued in connection with the president’s trip to Hawaii 
for the APEC summit and to Asia for both the U.S.-
ASEAN summit and the East Asia Summit set forth a clear 
economic, security, and political strategy and rationale for 
renewed engagement with the region. It is abundantly clear 
that the president is personally committed to the region and 
to the “strategic pivot.” Along with the budget and trade 
deficits, he inherited the wars in Iraq and Afghanistan. 
He has already pulled back most troops from Iraq and 
undoubtedly looks forward to reducing and/or eliminating 
U.S. military involvement in Afghanistan. Both his 
childhood experiences in Indonesia and his vision of what’s 
best for America point to closer engagement with Asia. 

Naturally, politics play a role. Campaigning has already 
begun for the November 2012 U.S. presidential election. 
Although foreign media seize upon candidates’ comments 
related to their respective countries, the campaign issues 
are overwhelmingly domestic. For the Democrats, it’s the 

high level of unemployment; for the Republicans, it’s the 
budget deficit and debt; for both parties, it’s taxes. Like 
Japan, the United States has run out of major policy tools 
to stimulate economic growth. Given the present state 
of the U.S. economy, East Asia has acquired more than 
the usual political significance, because to the extent that 
President Obama can increase exports and thereby reduce 
unemployment, he will be in a stronger political position. 

Concluding Comments

Although American attitudes are often contradictory, at 
this point in time the answers to the questions posed at the 
beginning of this article are unusually clear and consistent. 
To summarize:
(1)	Both the U.S. government and (with few exceptions) 

the U.S. business community support East Asian 
integration. But in order to avoid being excluded from 
Asian markets, they are simultaneously committed 
to parallel efforts to liberalize and facilitate trade and 
investment across the Pacific via the TPP and APEC.  

(2)	The Obama administration’s strategic tilt towards East 
Asia makes sense for many reasons. It corresponds to 
both commercial opportunities and pressing domestic 
economic imperatives that will take years to resolve. It 
strengthens ties with key allies and friends. It reaffirms 
America’s strategic presence in light of a resurgent 
China, whose future evolution is unknown. Initiatives 
designed to satisfy these motivations, including the 
Trans-Pacific Partnership (TPP), enjoy bipartisan 
support in the Congress and are likely to continue even 
if the White House changes hands.
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University of Singapore Press, 2008).



研
究
紹
介

30

研究第二部　副主任研究員
西谷　亜希子

言語や文化の壁、国内法制度の違いなどから、国際
化が難しいといわれてきた医療サービスの世界でも、
近年、国境を越えた患者の移動やサービスの提供、医
療機関による外国への投資など、国際化の動きが進ん
でいる。日立総研では、上記のようなグローバルな医
療環境変化について研究を行っている。本稿では、そ
の一つの動向として、アジアにおける「医療ツーリズ
ム」について紹介する。

1.	アジアを中心に増加する患者の
国際移動

医療ツーリズムとは、「医療やヘルスケアサービス
を受けるために他国へ行くこと」とおおむね定義さ
れる。1990 年代以降、海外で医療・ヘルスケアサー
ビスを受ける患者が増加し、医療ツーリズム市場は、
全世界で 2004 年の 400 億ドルから 2012 年には 1,000
億ドルに拡大するという予測もある。中でもタイ、
シンガポールなどアジアの一部の国では、1997 年
のアジア通貨危機以降、外貨獲得を目的に国策とし
て積極的に外国人患者の誘致を推進した。さらに同
時多発テロ以降、米国への入国が困難となった中東
諸国からのアジアへの渡航が増加したことで、アジ
ア各国は外国人患者を受け入れる一大拠点となった 

（図 1、表 1）。

2.	医療ツーリズムが発展する理由
2.1	「適切な価格」で「質の高い」医療へのニーズ

患者は、第一に技術・サービス面での「高水準の医
療」、第二に自国に比べ「低コストの医療」、第三に自
国では法的、倫理的に制約を受ける医療の「制約回避」
を求めて渡航している。これらの医療に対するニーズ
を、インターネット普及による情報化や飛行機など交
通網の発達が後押しし、患者の国際間移動が増加して
いる。

アジアの一部の国ではこれらの外国人患者（主に富
裕層）をターゲットとして、多言語・多文化対応はも
ちろん、最高級のサービス提供を行う医療機関が存在
し、患者数を増やしている。

2.2	医療産業育成を視野に入れた国家政策
アジアのこれらの国が、国策として医療ツーリズム

振興策を推進する背景には、医療ツーリズムによる外
国人患者誘致は、①国際競争の中での病院の医療技術・
サービス水準の向上、②症例の蓄積につながり、バイ
オ産業も含めた医療産業育成に寄与するとの認識が存
在する。

これらの国は医療ツーリズム振興に向け、国として
積極的にプロモーションを展開し、医療ビザの整備や
外国人医師の診療に関する規制緩和などの制度改革を
実施、ADR（裁判外紛争解決）対応窓口やコールセ
ンター設置など受け入れ体制の整備を行っている（表
2）。特に韓国では、政府が包括的な政策を推進すると
同時に、自治体がその実務を行うという役割分担で、

医療ツーリズムにみる医療の国際化

資料：各種資料より日立総研作成

図 1　アジアの外国人患者受け入れ数推移

表 1　外国人患者の流れ
（%、人数ベース）

To

From
アジア 欧州 南米 中東 北米

アフリカ 95 4 1 ― ―
アジア 93 1 ― ― 6
欧州 39 10 5 13 33
南米 1 ― 12 ― 87
中東 32 8 ― 2 58
北米 45 ― 26 2 27
オセアニア 99 ― 1 ― ―

資料：	 Mckinsey&Company, "Mapping the market for medical 
travel", May 2008
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政府、自治体、医療機関が連携して施策を展開した結
果、2007 年から 2010 年で外国人患者受入数が約 10
倍に激増した。

2.3	多国籍医療グループの事業展開
アジア各国で事業を展開する多国籍民間医療グルー

プの存在も医療ツーリズム発展に寄与している。
シンガポールに本拠を置く Raffles Medical Group

や ParkwayHealth などの巨大民間医療グループは、
アジア各国に医療施設などの拠点を置き、シンガポー
ルの本院に患者を紹介するという国際分業体制を構築
している。

韓国の現代グループの病院であるアサン病院は、同
グループのコンシェルジュi である Hyundai Medis と
連携するほか、海外の現代グループ関連会社の社員
に、研修プログラムに健康診断を組み合わせて提供し
たり、米国に設置した拠点と連携するなど、同グルー
プの海外ネットワークを活用した事業展開により患者
数を伸ばしている。

3.	医療のバリューチェーンの国際
化に伴うニーズと課題

医療ツーリズムとは、「患者の国境を越えた移動」
を意味するが、これは「医療サービスのバリューチェー
ンの国際化」にほかならない。医療サービスのバリュー
チェーンは通常、一つの国内で完結し、「検査」「治療」

「アフターケア」の一連のサービスは同一の医療機関
によって提供されることが一般的である。しかし、一
連のサービスが国を越えて異なる医療機関で提供され
る医療ツーリズムの発展は、新しいニーズや課題を生
み出している。

まず、患者は国境を越えることに伴い、渡航や現地
滞在に関する手配、言語や文化の障壁など、新たな課
題に直面することになる。これらの課題をワンストッ
プでサポートし、医療機関の紹介から家族の観光の手
配まで請け負うコンシェルジュなどの新サービスが登
場している。

アジアなど地域単位での中核的な病院を目指す 2.3
のような医療機関は、海外市場を意識した、強みとな
る診療科目の強化や医療技術・サービスの向上を重要
課題として取り組んでいる。これらの医療機関にとっ
ても、自国の医療や産業基盤の底上げを目指す各国政
府にとっても、医療業界で事業を展開する企業にとっ
ても、もはや国単位ではなく、グローバルな視点での
患者動向・環境変化に対応した戦略策定が必要となっ
ている。

また、患者や病院の国際化に伴って、さらに重要性
を増してくるのが、情報共有インフラの高度化である。
現在は、診療情報を CD などの媒体で共有するにとど
まり IT 関連サービスの発展は限定的である。しかし、
遠隔医療・遠隔診断サービスや PHRii の発展とともに、
国際的なレベルでの医療・健康情報の共有・管理に対
するニーズは高まることが予想される。

日立総研では、今後も、医療サービスの国際化の動
向と、それに伴う新たなニーズや事業機会に注目して
いきたい。

i	 コンシェルジュ：外国人患者の誘致、仲介事業を行う民間事業者
ii	 PHR：Personal Health Record、個人の医療や健康増進に関

する情報を一カ所に集約し生涯にわたって一元管理するしく
みのこと

表 2　医療ツーリズム振興策の例
シンガポール 韓国

戦略名 Singapore Medicine Medical Korea
開始年 2003 年 2009 年
推進
主体

保健省、経済開発庁、
シンガポール観光庁、
国際企業庁 

保健福祉部、保険産業振
興院、韓国観光公社、大
韓貿易投資振興公社、韓
国国際医療サービス協会

方向性 アジアにおける「ヘル
スケア・サービス・ハブ」
となることが目標。国
際競争の中での医療水
準の向上、症例の蓄積
が、医療産業育成に役
立つとの認識。

保健福祉部の医療産業育
成政策の一つとして、「外
国人患者の誘致」を推進。
サービス収支の改善、医
療サービス競争力向上、
国内雇用創出が目的。

重点
分野

心臓手術、眼科手術、
がん手術

がん手術、心臓移植術、美
容整形、韓方、審美歯科

実施
内容

・	医療ビザ新設。
・	政府が国立病院と欧米

の医療機関との協力事
業を推進。

・	海外の医師や専門医の
資格を公認する枠組み
を拡大。

・	米国や英国の特定の大
学医学部卒業生に条件
付診療活動を許可。

① ブランド構築
代表的な治療法を

「Smart Care 36 2010」と
して選定し海外に紹介。
② 制度整備

医療法改正、医療ビザ
新設など。
③ サービス向上

コールセンター運営、
医療通訳者養成など。

資料：	 各種資料より日立総研作成
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1. 本文献について
本文献はロンドン・ビジネス・スクールの Nirmalya 

Kumar 教授と Phanish Puranam 教授が執筆し、2011
年 11 月に出版された書籍である（現在は日本でも
入手可能）。両教授ともインドで生まれ育ち、博士
号を米国で取得した、いわゆる IBAC（Indian Born 
American Citizen）と呼ばれるインドのエリートであ
る。両教授ともに企業研究とグローバル・マーケティ
ングを専門分野としており、本文献は経営学の視点
から多国籍企業のインド事業へ向けた各種の提言を行
なっている。インドを考察する上で示唆に富んだ内容
が多く含まれているため、本稿で取り上げることとし
た。以下、重要と思われた点について説明したい。

2. 目には見えないインド発イノベーション
インドが世界の IT 開発拠点として注目されて既に

久しい。2011 年現在、全世界におけるインドの IT 開
発シェアは売上ベースで 65%とされ、そのシェアは
現在も拡大し続けている。IT 開発に注目が集まりが
ちだが、インド事業を考える上で最も注目されるべき
点は、豊富な研究開発基盤から創出される各種のイノ
ベーションにある。

インドではソフト開発以外でさまざまな研究開発が
進められている。1985 年に Texas Instruments が研
究開発拠点をバンガロールに設置して以来、各企業
が続々とインドに拠点を構え始めた。Cisco Systems、
AstraZeneca、GE、Intel、Microsoft など枚挙にいと
まがないが、現在は約 750 社がインドに研究開発拠点
を構え、合計 40 万人を超える人員を雇用している。
研究開発拠点の数に応じてインドの国際特許取得数も
拡大しており、直近 2010 年の特許取得数の伸び率は
前年比 36.6%と、世界合計伸び率の 5.7%と比較して圧
倒的なスピードで拡大している。

インドでは幾多の重要な研究開発が実施されている
にも関わらず、Google、iPod、ハイブリッド・エンジ
ンなど高いイノベーションをうたう製品あるいはサー
ビスがインドから登場しないのはなぜか。結論から言

えば、インド企業は欧米を始めとする多国籍企業に研
究成果を収めることに終始しており、エンドユーザー
の目に見えないためである。しかし、実際にはインド
発のイノベーションは多くの企業に恩恵をもたらし
ており、例えばバンガロールで設計された Intel Xeon
プロセッサは同社初のインド製チップ、ボーイングの
Dreamliner に搭載された無視界着陸システムは HCL 
Technologies で開発されたものである。他にも GE の
小型超音波診断装置など、インド発のイノベーション
は目に見えない形で世界に向けて着実に発信されてい
るのである。

3. インドをハブとするグローバル研究体制
多国籍企業のインドにおける開発はソフト開発以

外の分野でも多くの進展が見られる。Intel は 1998 年
に 10 億ドルを投じて米国外で最大の開発センター

（IIDC：Intel India Development Center）を設置し、
現在は 2,500 人を超える体制となっている。IIDC で
は Blue Sky Research と呼ばれる基礎研究を中心とし
た研究開発を行っており、これまでの主な成果とし
て、世界初のテラフロップ級実験用プロセッサを開発
している。さらに、最近ではハイエンドサーバー向け
Xeon プロセッサを商業用として開発している。

インドの研究開発基盤の強みは豊富な人材輩出数で
ある。現在、米国のエンジニア輩出数が年間約 7 万人
であるのに対し、インドは約 35 万人と圧倒的な開き
がある。さらに、研究開発を推進する上で、欧米企業
が英語でのコミュニケーション能力を高く評価してい
ることは言うまでもない。GE は 5,400 人の研究員を
バンガロールの John Welch Technology Center で雇
用し、このうち 900 人を定期的にニューヨーク州ある
いはミュンヘンの研究所に送り込んで共同研究を推進
している。今後は各国との共同研究を拡大するため、
インド国内研究員の約 4 分の 1 に当たる 1,400 人を欧
米に送り込む予定である。

この他、AstraZeneca や Pfizer の新薬開発（主に熱
帯地方性疾患向け）、EMC、Philips、Alcatel Lucent

INDIA INSIDE
by Nirmalya Kumar and Phanish Puranam

先端文献ウォッチ

インド分室　室長　宮崎　真悟
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の機器設計など各企業がインドに開発拠点を設置し、
人的・知的ネットワークを介してインドをハブとした
研究活動を積極的に推進している。

4. 研究開発のアウトソーシング活用
研究開発を自社施設で推進する以外に、インド企業

にアウトソースする手段も有効と筆者は考える。ソフ
ト開発で著名な Wipro は、実は研究開発のアウトソー
シング先としても有名である。Wipro の売上高の約
30%はエンジニアリング関連の委託研究によって生み
出されており、これまでも AT&T、Intel、Motorola、
NCR、Nortel な ど へ 研 究 開 発 サ ー ビ ス を 提 供 し
て き た。 具 体 的 な 事 例 と し て は、Nokia Siemens 
Networks が無線アクセスに関する研究開発を Wipro
に委託していたが、そのコスト競争力と研究開発能力
を高く評価し、結果として 2007 年に同社の関連開発
部門を全て Wipro に委託するに至っている。

懸念材料である技術流出に関しては、委託先企業は
開発研究案件の内容を極秘扱いとしており、委託元の
認可がない限りは部外に流出することは無く、実際に
今までも問題が発生したことは無いとされている。ま
た、一般的に IT サービスの提供期間が 1 ～ 3 年間で
あるのに対し、研究開発サービスの提供期間は 3 ～
18 年間と息が長いため委託先企業にとって貴重な安
定収入源となっている。委託先企業は開発した技術を
用いて委託元と競合するリスクを取るよりも、むしろ
質の高い技術を継続的に提供することを通じて売り上
げを継続的に獲得することを重視するため、技術流出
に関する懸念材料は少ないとされる。ただし、委託元
企業は開発のモジュール化を通じて既存技術のブラッ
クボックス化を進めるなどの対策は当然必要である。

5. 斜陽化した分野におけるインドの活用
バックオフィス業務など、先進国で既に斜陽化した

分野でインド発のイノベーションが創出されている点
に着目することも重要である。例えば、これまで米国
ではコールセンターは斜陽産業と見なされていたが、
インドへのアウトソーシングが始まるやいなや、ク
レーム予測システムや推薦商品提供システムなどの革
新的なシステムが導入され始めた。インドでは優秀な
人材がバックオフィスに勤務するケースが多く、その
頭脳を用いてプロセス効率化を徹底的に実施する素地

が整っていることに起因すると考えられる。

6. 目に見え始めたイノベーション
    （Frugal Engineering）

インドのイノベーションは多国籍企業へ向けたもの
が大半を占めていたため、これまでその存在は見えに
くかったが、最近は陽の目を見る分野も徐々に増え始
めてきた。代表事例は Frugal Engineering（節約型エ
ンジニアリング）である。著名な例としてはタタ・モー
ターズが 2008 年に発表した低価格車 Nano が挙げら
れる。10 万ルピー（約 16 万円）という低価格を目指
したため、必要最低限の機能のみを装備した車ではあ
るが、快適な車内空間を提供していることがインド国
内で話題になっている。低価格を目指すため徹底的に
調達を見直したのはもちろんのこと、配送の際はキッ
トをディーラーで組み立てるなど、徹底的なコスト削
減に努めた成果が表れている。その他事例としては、
Siemens の X 線医療装置の価格低減化、GE の小型超
音波診断装置など、Frugal Engineering におけるイノ
ベーションがインドでは目に見える成果として徐々に
姿を表しつつある。

7. 多国籍企業に向けた提言
本文献はインドに関するさまざまな背景を網羅して

いるため、上記で纏めきれていない部分も多い。最後
に本書が多国籍企業に提言している各種方策を掲載し
て本稿を締めくくりたい。
・	インドの膨大な研究開発員の輩出数を利用し、イ

ンドをハブとする研究開発組織を構築すること。
・	社内施設のみならず社外の開発サービスの利用も

検討すること。その際はブラックボックス化など
防御策も構築すること。

・	先進国で斜陽化した分野でインドを効率的に活用
すること。思わぬ形で成果が現れるケースが多い。

・	Frugal Engineering における研究開発を上手く活
用すること。低価格を要求する新興国市場でショー
ケースとなる可能性がある。
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